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１ 実施計画について                             

（１）計画の目的 
 

第２次弥富市総合計画は、激変する時代の潮流をふまえて、今後とも持続し、発展するまち

として、平成31年度を初年度とする計画として10年間の総合的、計画的なまちづくりの指針を

定めるため策定しました。 

総合計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」で構成されており、このうち「基

本構想」は、本市が目指す将来像と、その実現に向けた基本目標等を示したもので、平成31年

度から令和10年度の10年間を計画期間としています。 

これを受けた「基本計画」は、基本目標ごとに推進すべき施策目標や主要施策とその主要事

業とともに、具体的な数値による成果指標等を示したもので、急速に変化する社会経済情勢に

対応し、前期と後期の５年間に分けて策定することとしました。 

さらにこの「実施計画」は、「基本計画」に基づき、具体的に実施する事業の内容や、予算

等を示すもので、年度ごとの予算編成の指針となるものです。 
 

 

（２）計画の期間 
 

令和８年度から令和 10 年度の３年間です。 

なお、成果指標等の改善状況や急速に変化する社会経済情勢の変化等を踏まえ、より効果の

高い実施方法や新しい事業を常に検討する必要があることから、毎年度見直しを行っていきま

す。 

 

 

（３）計画対象事業 

  

本市の将来像を実現するために効果が高いと判断される事業を対象とするために、次の①

～③に示す策定基準のいずれかを満たす事業を基本として掲載します。 

 

① 実施計画期間において、年間事業費が 500 万円以上となる事業 

② 基本計画で設定された「成果指標」の進捗に関係する事業 

③ 弥富市デジタル田園都市構想総合戦略の「重点戦略」に位置付けられた事業 

 

なお、２つ以上の施策で計画対象事業となる場合は、それぞれの施策に重複して掲載してい

ます。 
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２ 実施計画事業                               

（１）実施計画の構成 

この実施計画は、第２次弥富市総合計画前期基本計画に示す、６つの基本目標ごとに設定さ

れる「施策目標」ごとに、以下に示す項目によりその内容を記しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策目標に位置付ける施策・事

業に関連するＳＤＧｓの目標を

記しています。 

施策目標に位置付ける施策・事

業の実施によって、将来目指す

べきまちの姿を記しています。 

施策目標に位置付ける主要施策

の内容を記しています。 

施策目標に位置付ける施策・事

業の実施によって、達成すべき

成果指標を主要施策毎に記して

います。 

主要施策に位置付ける事業の具

体内容を記しています。事業の

実施に関連する担当課のほか、

重点戦略や関連するＳＤＧｓ目

標等を記しています。 
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基本目標１

施策目標１

 ●目指すべきまちの姿

東日本大震災以降の教訓や南海トラフ地震の被害想定等をふまえ、あらゆる災害に強い安全・安
心なまち

 ●主要施策

(1) 総合的な防災・減災体制の確立

(2) 防災用拠点施設等の充実

(3) 緊急時避難場所の確保及び災害時に備えた各種整備

(4) 自助・共助による取組の推進と防災意識の醸成

(5) 建築物の耐震診断及び改修等の支援

(6) 連携体制の強化

(7) 業務継続体制の整備

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 安全・防災メールの登録者数 人 5,285 6,500

(2)
県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備
延長

km 4.7 9.5

(3) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数 か所 58 75

(3) 住宅地図とリンクした個別避難計画策定数 件 ― 15

(4) 防災訓練を実施した自主防災組織の数 団体 17 60

(5) 民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数 戸 27 65

(7) 災害対策用リチウムイオン蓄電池の数 個 7 8
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（２）主要施策別事業



（１）総合的な防災・減災体制の確立

担当課 防災課

担当課 防災課

（２）防災用拠点施設等の充実

担当課 防災課

事業目的 事業概要

災害対策事務事業

南海トラフ地震などの災害に備え、避難所や防災倉庫などに災害対策用
の資機材を配備することで、避難所運営を円滑に行えるようにします。

各避難所に非常用携帯トイレを追加配備します。また、令和７年度に次
世代高度情報通信ネットワーク市町村等設備の整備を行い、令和８年度
より運用を開始します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 4,804 千円

令和9年度 409 千円

令和10年度 409 千円

事業目的 事業概要

災害発生時に迅速に避難指示や津波警報などの緊急情報を伝達し、適切
な避難行動を誘導することを目的とします。

災害発生時に、適切な避難行動を行ってもらうため、市民の一人ひとり
に即時に避難情報や避難所開設情報、地震情報をメール、電話、ファッ
クスで発信します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

安全・防災メール発信事業

事業名 重点戦略

防災施設管理事業

事業目的 事業概要

令和8年度 2,050 千円

令和9年度 2,050 千円

令和10年度 2,050 千円

4,717 千円

南海トラフ地震などの災害に備え、防災倉庫、防災行政無線などの施設
管理を行い、災害時の資機材、備蓄品確保や避難情報伝達を円滑に行う
ことを目的とします。

中山防災倉庫、南部地区防災センター、耐震性貯水槽、県防災行政無
線、市防災行政無線（同報系、移動系）の保守等を行い、災害時に適切
に使用できるように管理します。また停電時に備えて、小型蓄電池を一
次開設避難所へ追加配備します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 4,717 千円

令和9年度 4,717 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性１

重点戦略４

方向性１
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担当課 下水道課

担当課 産業振興課

担当課 産業振興課

事業名 重点戦略

排水路管理事業

事業目的 事業概要

47,215 千円

事業名 重点戦略

県営地盤沈下対策事業（排水路事業分）

事業目的 事業概要

市街地排水路の計画的な整備及び適正な管理の実施により、生活環境の
悪化及び浸水被害の防止、軽減を図ります。

地区からの申請等に基づき、優先順位を定め、排水路の整備、修繕及び
浚渫等を実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 47,215 千円

令和9年度 47,215 千円

令和10年度

39,000 千円

事業名 重点戦略

県営湛水防除事業

事業目的 事業概要

地盤沈下に起因して生じた農地や農業用施設の効用の低下を従前の状態
に回復するため、農業用用排水施設の改修を行うことを目的とします。

愛知県が実施する農業用用排水施設の整備事業について、事業費の一部
を負担します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 18,000 千円

令和9年度 54,000 千円

令和10年度

24,000 千円

流域開発による流出量の増大や、地盤沈下等の立地条件の変化により、
排水条件の悪化した地域を対象に、農地や農業用施設等の湛水被害を未
然に防止するため、排水機場の整備を行うことを目的とします。

愛知県が実施する排水機場の整備事業について、事業費の一部を負担し
ます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,600 千円

令和9年度 24,000 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性１

-5-



担当課 産業振興課

（３）緊急時避難場所の確保及び災害時に備えた各種整備

担当課 防災課

担当課 福祉課

事業名 重点戦略

排水機維持管理事業

事業目的 事業概要

41,328 千円

事業名 重点戦略

緊急時避難場所確保事業

事業目的 事業概要

土地改良区が所有する土地改良施設（排水機場）の維持管理に対し、農
家負担の軽減を図ります。

土地改良区が所有する土地改良施設（排水機場）の適正な維持管理のた
め、事業費の一部を負担します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 41,328 千円

令和9年度 41,328 千円

令和10年度

750 千円

事業名 重点戦略

避難行動要支援者名簿・個別避難計画整備事業

事業目的 事業概要

浸水時に避難できる緊急避難場所の確保を図ります。 公共施設のほか、民間等が所有する基準を満たした堅牢な建物を緊急時
避難場所として指定するとともに、自治会と民間企業等との災害協定の
締結を支援します。また、東名阪自動車道弥富インターチェンジに緊急
時避難場所を整備するため、設計業務を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 21,475 千円

令和9年度 750 千円

令和10年度

383 千円

避難行動要支援者登録台帳を整備することで、高齢者や障がい者等の要
配慮者を災害時等の緊急時に孤立させないことを目的とします。

避難行動要支援者登録台帳への登録を促し、台帳の整備により、緊急時
における要支援者の配慮が必要な情報の共有を行います。台帳登録者に
対して随時個別避難計画の作成を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 383 千円

令和9年度 383 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性１

重点戦略５

方向性１
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担当課 介護高齢課 防災課 福祉課 健康推進課

（４）自助・共助による取組の推進と防災意識の醸成

担当課 防災課

担当課 防災課 児童課 学校教育課

事業名 重点戦略

避難確保計画策定促進事業

事業目的 事業概要

0 千円

事業名 重点戦略

自主防災組織活動支援事業

事業目的 事業概要

社会福祉施設や医療施設などの要配慮者利用施設において、避難確保計
画の作成及び避難訓練を実施し、水害等の災害時に要配慮者が速やかに
避難できることを目的とします。

平成29年に水防法の一部が改正され、地域防災計画に定められた要配慮
者利用施設に避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義務付けられて
いることから、利用者が迅速に避難できるよう、計画の策定や訓練の実
施などを支援します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

4,050 千円

事業名 重点戦略

防災訓練・防災学習事業

事業目的 事業概要

自主防災組織を支援することにより、地域防災力の強化を目指します。 自主防災組織の活動を推進するため、その活動に対する経費について、
補助を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 4,050 千円

令和9年度 4,050 千円

令和10年度

230 千円

南海トラフ地震などの災害に備え、防災訓練の実施や、児童・生徒に対
する防災学習の機会を設けることで、子どもから大人まで市民一人ひと
りの防災意識向上を図ることを目的とします。

各学区コミュニティの防災訓練に対する助言及び支援を行います。ま
た、地域防災コーディネーターや日本DMAT等から災害の備えを学んだ
り、小学生の児童同士による防災ワークショップを実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 230 千円

令和9年度 230 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性１

重点戦略４

方向性１
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（５）建築物の耐震診断及び改修等の支援

担当課 都市整備課

（７）業務継続体制の整備

担当課 防災課

事業名 重点戦略

民間木造住宅耐震改修費補助事業

事業目的 事業概要

3,348 千円

事業名 重点戦略

業務継続体制整備事業

事業目的 事業概要

昭和56年５月31日以前に建築された耐震性の低い住宅の耐震診断、耐震
改修を促進することにより、大規模地震発生時における住宅被害を最小
限に抑えることを目的とします。

木造住宅の耐震性を向上させるため、市が行う耐震診断をの結果が1.0未
満と診断された者が、1.0以上にする耐震改修工事を行った者に対し、改
修工事費の１件最大115万円を限度とした補助金を交付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 3,348 千円

令和9年度 3,348 千円

令和10年度

908 千円

大規模災害時に業務を継続して実施するため、業務継続計画（ＢＣＰ)に
基づき、必要となる非常用電源等の確保や職員の業務体制を整備しま
す。

災害に備え、リチウムイオン蓄電池を備蓄します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 908 千円

令和9年度 908 千円

令和10年度
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基本目標１

施策目標２

 ●目指すべきまちの姿

緊急時に迅速で的確な対応ができる消防・救急体制が整備されている安全・安心なまち

 ●主要施策

(1) 消防団の充実

(2) 消防設備の整備充実

(3) 常備消防・救急体制の充実

(4) 自主防災組織の活動支援

(5) 市民の救命知識と技術の向上

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) 消火栓の数 基 1,217 1,268

(4) 防災訓練を実施した自主防災組織の数＜再掲＞ 団体 17 60

(5) 救命講習の受講者数 人 278 800
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（１）消防団の充実

担当課 防災課

（２）消防設備の整備充実

担当課 防災課

（３）常備消防・救急体制の充実

担当課 防災課

事業目的 事業概要

消防団運営事業

消防団員の能力や技術向上のため、新入団員訓練や研修を行い消防団全
体の経験値を上げることを目的とします。

新入団員訓練、幹部訓練や実践訓練などの訓練を行います。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 9,920 千円

令和9年度 9,920 千円

令和10年度 17,100 千円

事業目的 事業概要

消防水利（消火栓、防火水槽等）の不足している地域へ計画的に消火栓
を整備し、市内全域の水利充実を図ります。

消防水利が不足している地域に対し、消火栓を整備します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

消防設備事業

事業名 重点戦略

海部南部消防組合負担金事業

事業目的 事業概要

令和8年度 3,900 千円

令和9年度 3,900 千円

令和10年度 3,900 千円

781,795 千円

広域的連携のもと、海部南部２市村（弥富市・飛島村）で組織する海部
南部消防組合による常備消防・救急体制の充実を図ります。

海部南部消防組合の職員の資質向上や施設・設備の充実等を進め、常備
消防や救急体制整備に対して負担金を支払います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 781,795 千円

令和9年度 781,795 千円

令和10年度
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（４）自主防災組織の活動支援

担当課 防災課

（５）市民の救命知識と技術の向上

担当課 防災課

事業名 重点戦略

自主防災組織活動支援事業（再掲）

事業目的 事業概要

4,050 千円

事業名 重点戦略

救命講習普及啓発事業

事業目的 事業概要

自主防災組織を支援することにより、地域防災力の強化を目指します。 自主防災組織の活動を推進するため、その活動に対する経費について、
補助を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 4,050 千円

令和9年度 4,050 千円

令和10年度

0 千円

救急隊が現場に到着するまでの間、その場に居合わせた市民が適切に負
傷者等へ応急手当が実施できることを目的とします。

在住・在勤者を対象に心肺蘇生法（成人）・ＡＥＤの使用方法・止血法
の講習を受講してもらうためのＰＲを行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性１
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基本目標１

施策目標３

 ●目指すべきまちの姿

誰もが犯罪や交通事故等に遭いにくい、安全・安心な環境が保たれたまち

 ●主要施策

(1) 防犯に関する啓発等の推進と自主防犯活動の推進

(2) 防犯環境の整備

(3) 交通安全に関する啓発等の推進

(4) 公共交通の利便性向上

(5) 交通安全施設の整備

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) ＳＮＳ等を活用した注意喚起情報等発信回数 回 41 50

(2) ＬＥＤ防犯灯の設置数 基 5,884 6,500

(4) コミュニティバス等利用者数 人 73,828 100,000
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（１）防犯に関する啓発等の推進と自主防犯活動の推進

担当課 市民協働課

（２）防犯環境の整備

担当課 市民協働課

（４）公共交通の利便性向上

担当課 市民協働課

事業目的 事業概要

安全・防災メール発信事業

防犯に関する注意喚起メールを広く配信することにより、市民の犯罪に
対する意識を高めることで、地域における犯罪抑止を目的とします。

安全メール登録者に対して、警察署などからの注意喚起情報を速やかに
一斉送信します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度 0 千円

事業目的 事業概要

ＬＥＤ防犯灯を設置することで、温室効果ガス排出量削減及び一定の明
るさ確保による夜間における通行の安全と犯罪を未然に防止（抑止）す
ることを目的とします。

各区長補助員より設置希望申請書を９月末を提出期限として提出しても
らい、設置基準に基づいて順次ＬＥＤ防犯灯を設置します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

ＬＥＤ防犯灯設置事業

事業名 重点戦略

コミュニティバス運行事業

事業目的 事業概要

令和8年度 9,218 千円

令和9年度 9,218 千円

令和10年度 9,218 千円

121,100 千円

通学・通勤から通院や買い物など、市民生活利便性の向上、高齢者を始
めとする交通弱者の移動手段を確保することを目的とします。

市民の通学・通勤・通院・買い物などの移動手段の確保と公共交通空白
地域の解消を目的として、公共交通の再編を進める中で、需要に応じた
効率的で持続可能な地域公共交通ネットワークを構築するため、北部・
南部の２ルートでコミュニティバスを運行し、市内全域でAIオンデマン
ド交通の実証実験を継続する。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 121,000 千円

令和9年度 121,000 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性３
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（５）交通安全施設の整備

担当課 土木課

事業名 重点戦略

道路改良事業 ・ 道路維持事業

事業目的 事業概要

484,000 千円

安全で快適な道路環境を整え、老朽化した道路施設を計画的かつ効率的
に維持管理することにより市民生活の利便性の向上を図ります。

交付金を活用し、法指定された危険な踏切への歩道整備や長寿命化修繕
計画に沿った舗装の修繕を行います。また、狭小道路の拡幅整備や緊急
性の高い劣化した舗装の補修を行います。
・ＪＲ鎌倉踏切・鎌倉308号線の歩道設置
・修繕計画に基づく舗装修繕
・板柵整備、側溝整備、舗装整備
・道路維持管理

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 271,500 千円

令和9年度 784,000 千円

令和10年度
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基本目標１

施策目標４

 ●目指すべきまちの姿

循環型社会づくりの取組が進み、快適で清潔なまち

 ●主要施策

(1) ごみ収集・処理体制の充実

(2) ３Ｒ運動の促進

(3) ごみの不法投棄対策の推進

(4) 浄化槽の適正管理の指導

(5) 火葬場の運用

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) １人１日当たりの家庭系ごみ排出量 g 536 495.3

(3) 不法投棄されたごみの回収量 kg 11,450 11,000

(4) 浄化槽法第11条法定検査受検率 % 29.5 35.0
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（１）ごみ収集・処理体制の充実

担当課 環境課

（２）３Ｒ運動の促進

担当課 環境課

（３）ごみの不法投棄対策の推進

担当課 環境課

5,536 千円

不法投棄防止に向けた啓発活動や監視活動等を行い、街がきれいになる
ことで、犯罪も減らすことを目的とします。

広報・啓発活動の推進や市民との協働による監視・パトロール体制の充
実、監視カメラの有効活用により、不法投棄物の早期発見、早期回収及
び適正処理を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 5,536 千円

令和9年度 5,536 千円

令和10年度

不法投棄廃棄物等対策事業

事業目的 事業概要

令和8年度 4,000 千円

令和9年度 4,000 千円

令和10年度 4,000 千円

環境教育や広報・啓発活動により市民の自主的な３Ｒ運動を進め、ごみ
を出さないライフスタイルや事業活動への転換を促進します。

家庭から排出された生ごみを堆肥化するための生ごみ処理容器を設置し
た際に補助し、ごみの減量化・資源化を図ります。また、資源物の集団
回収や拠点回収により、ごみの分別を徹底し３Ｒ運動への意識を高める
取り組みを行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

資源ごみ回収手数料事業

事業名 重点戦略

令和8年度 380,674 千円

令和9年度 380,674 千円

令和10年度 380,674 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

海部地区環境事務組合事業

ごみ及びし尿の適正処理により、生活環境の保全を図るとともに、市民
への広報・啓発活動により、ごみの減量化を促進します。

海部地区（津島市、愛西市、弥富市、あま市（旧甚目寺町を除く）、大
治町、蟹江町、飛島村）で組織し、一般廃棄物の処理を共同で行うに当
たって、海部地区環境事務組合の組合議会の議決に基づく当該年度の負
担額を支払います。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費
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（４）浄化槽の適正管理の指導

担当課 環境課

（５）火葬場の運用

担当課 環境課

20,241 千円

人生の終焉の場に相応しく、市民の利便性を重視した施設運用を図るこ
とを目的とします。

施設や設備を快適、安全な状態に保ち続けるよう、維持管理を行いま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 20,241 千円

令和9年度 20,241 千円

令和10年度

33 千円

事業名 重点戦略

市営火葬場管理事業

事業目的 事業概要

浄化槽の機能が十分に発揮できるようにするため、浄化槽設置者へ適正
な維持管理の徹底を図ります。

浄化槽設置者に対し、維持管理を徹底するよう啓発します。また、浄化
槽法第11条による法定検査の受検率を向上させるよう広報活動を行いま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 33 千円

令和9年度 33 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

広報・啓発活動事業

事業目的 事業概要
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基本目標１

施策目標５

 ●目指すべきまちの姿

生活に身近な環境から地球環境に至るまで、誰もが環境に配慮した取組を実践し、環境の負荷が
少ない快適できれいなまち

 ●主要施策

(1) 市民・事業者の環境保全活動の促進

(2) 環境自治体の形成に向けた活動の推進

(3) 環境汚染対策の推進

(4) 外来生物による被害防止の推進

(5) 地盤沈下の観測・地下水位の調査

(6) 犬の登録・狂犬病予防注射の推進

(7) 環境に関する取組のための指針の策定

(8) 熱中症対策の推進

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(3) 河川の水質汚染濃度(宝川)(ＢＯＤ) mg/l 5.5 10.0以下

(6) 狂犬病予防注射の接種率 % 72.6 75.0
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（３）環境汚染対策の推進

担当課 環境課

（６）犬の登録・狂犬病予防注射の推進

担当課 環境課

令和8年度 903 千円

令和9年度 903 千円

令和10年度 903 千円

犬の所有者を明らかにすることにより、狂犬病が発生した場合に、迅速
かつ的確な対応が可能になります。飼い主の義務として、登録・狂犬病
予防注射の推進に努めていきます。

獣医師と連携し、飼い犬の登録・予防注射の啓発に取り組んでいきま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

狂犬病予防事業

令和8年度 162 千円

令和9年度 162 千円

令和10年度 162 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

河川水質検査事業

市内の河川について、定点検査を行い、必要に応じて所管課へ周知する
ことにより、水質の悪化を防ぐことを目的とします。

市内の河川７箇所の水質検査を実施し、ホームページで公表し、必要に
応じて水路管理者に報告します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費
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基本目標２

施策目標１

 ●目指すべきまちの姿

「家庭任せ」にしない、地域社会が一体となった子育て環境が整ったまち

 ●主要施策

(1) 子ども関連施策の総合的推進

(2) 地域全体での子育て支援の充実

(3) 保育サービスの提供

(4) 支援が必要な子ども・家庭への対応

(5) 要保護児童等への対応

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) 子育て支援センターにおける育児相談件数 件 54 120

(2) ファミリー・サポート・センター会員数 人 724 820

(3) 保育所による一時保育の件数 件 580 800

(3) 病児・病後児保育の件数 件 5 20

(3) プレスクール利用児童数 人 11 15

(4) のびのび園教室利用者数 組 27 70

(4) 入学祝金支給の申請率 % ― 100

(5) 養育支援訪問事業利用者数 人 1 15
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（２）地域全体での子育て支援の充実

担当課 児童課

担当課 児童課

担当課 児童課

事業目的 事業概要

児童クラブ管理運営事業

放課後、自宅に保護者がいない児童に対し、適切な遊びや生活の場を与
え、児童の健全育成を図ります。

保護者が昼間家庭にいない小学生（放課後児童）に対し、授業が終了し
た放課後等に児童クラブを実施することで、適切な遊びや生活の場を与
えるとともに、市内11箇所ある施設の維持管理と民間児童クラブの支援
を行います。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 170,016 千円

令和9年度 170,016 千円

令和10年度 170,016 千円

事業目的 事業概要

子育てする人が安心して仕事と育児を両立できる体制を整備することを
目的とします。

育児の援助を希望する方（協力会員）と育児の援助を必要とする方（利
用会員）を登録・組織化し、会員相互の援助活動の連絡調整と子育て援
助を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

ファミリー・サポート・センター事業

事業名 重点戦略

児童館管理運営事業

事業目的 事業概要

令和8年度 9,637 千円

令和9年度 9,637 千円

令和10年度 9,637 千円

81,676 千円

18歳未満の児童に健全な遊びを提供し、児童館という子どもの居場所を
つくることで、その健康を増進し、情操を豊かにします。

市内６箇所の児童館を管理運営し、遊びを通じての集団的・個別的な指
導をはじめ、児童の健全育成を図るための適切な子どもの居場所づくり
に取り組みます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 81,676 千円

令和9年度 81,676 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性２

重点戦略３

方向性１

重点戦略４

方向性２

重点戦略３

方向性２
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担当課 児童課

担当課 都市整備課

担当課 健康推進課

事業名 重点戦略

子育て支援センター管理運営事業

事業目的 事業概要

36,334 千円

事業名 重点戦略

子どもの遊び場管理運営事業

事業目的 事業概要

子育て家庭に対し、子育て中の親子の交流や育児相談などにより子育て
の不安感や育児ストレスの解消につなげます。

市内３箇所の子育て支援センターを設置・運営し、子育て家庭に対する
相談の場を提供するとともに、親子等の交流、育児相談、子育て情報提
供などの支援を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 36,334 千円

令和9年度 36,334 千円

令和10年度

9,290 千円

事業名 重点戦略

子育て世代包括支援センター事業

事業目的 事業概要

子どもの遊び場を維持管理することにより、いつでも子どもたちが安全
安心して遊べる環境を提供します。

子どもが安全に遊び、地域市民の憩いとなる場として、児童遊園、子ど
もの遊び場を維持管理します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 8,783 千円

令和9年度 9,030 千円

令和10年度

0 千円

妊娠期から子育て期における不安を持つ家庭に対して、切れ目のない相
談や支援を行う伴走型支援を行うことを目的とします。

・妊娠期から子育て期にわたる母子保健、育児等に関する相談
・全ての妊婦の状況を継続的に把握し支援台帳を作成
・要支援者に必要なサービスを提供し、関係機関との連絡調整
・社会資源の開拓など妊産婦への支援体制を整備

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性２

重点戦略３

方向性１
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（３）保育サービスの提供

担当課 児童課

担当課 児童課

担当課 児童課

事業名 重点戦略

保育所管理運営事業

事業目的 事業概要

1,346,726 千円

事業名 重点戦略

一時預かり事業

事業目的 事業概要

保育に欠ける未就学児童に安全・安心な保育サービスを提供し、健全な
心身の発達を図ることを目的とします。

保育の専門性を有する職員と家庭との緊密な連携により、それぞれの児
童に合った適切な保育を実施するとともに、アレルギーに対応した給食
の提供や食育等を行うなど、児童の最善の利益を考慮した生活の場を提
供します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,346,726 千円

令和9年度 1,346,726 千円

令和10年度

11,495 千円

事業名 重点戦略

病児・病後児保育事業

事業目的 事業概要

保護者の社会活動への参加や家庭生活を充実させるため、一時的に児童
を保育することにより、安心して子育てができる環境を整備します。

保護者の就労・就学や職業訓練、家族の病気や入院、冠婚葬祭、心理
的・肉体的な育児疲れの解消のため、家庭での保育が困難となった児童
を保育所で一時的に保育します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 11,495 千円

令和9年度 11,495 千円

令和10年度

9,454 千円

児童が病気となり、家庭で保育が困難な場合、専用施設で一時的に児童
を保育することで、保護者の子育てと就労の両立を支援します。

児童が病気で集団保育ができない期間に保護者の就労等の都合により、
家庭で保育を行うことが困難な場合、専用施設であるキッズケアルーム
「えがお」で一時的に保育します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 9,454 千円

令和9年度 9,454 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性２

重点戦略３

方向性２
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担当課 児童課

（４）支援が必要な子ども・家庭への対応

担当課 児童課

担当課 学校教育課

事業名 重点戦略

プレスクール事業

事業目的 事業概要

550 千円

事業名 重点戦略

のびのび園管理運営事業

事業目的 事業概要

外国由来の未就学児に日本語指導を行い、入学した小学校で戸惑うこと
なく早期に学校生活に適応できるようになることを目的とします。

外国由来の未就学児が小学校での生活に早期に順応することを目指し、
日本語指導や学校適応指導を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 550 千円

令和9年度 550 千円

令和10年度

23,686 千円

事業名 重点戦略

入学祝金支給事業

事業目的 事業概要

言葉の遅れ・多動・癇癪が強いなど、子育ての難しさを感じた家庭に寄
り添い、様々なプログラムによって児童の基本的な生活習慣の自立や運
動機能の発達を促します。

発達の遅れが気になる就学前の児童に、生活習慣の自立や社会性の芽を
育てるため、親子で療育に取り組む支援を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 23,686 千円

令和9年度 23,686 千円

令和10年度

18,500 千円

中学入学時における家庭の経済的負担を軽減するとともに、次代を担う
生徒の健全育成を図ることを目的とします。

生徒が中学校及び特別支援学校に入学する際に、中学入学祝金として５
万円を支給します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 18,500 千円

令和9年度 18,500 千円

令和10年度

-24-



（５）要保護児童等への対応

担当課 児童課

担当課 児童課

担当課 福祉課

事業名 重点戦略

児童扶養手当交付事業

事業目的 事業概要

106,920 千円

事業名 重点戦略

遺児手当交付事業

事業目的 事業概要

児童扶養手当法に基づき、父母の離婚などで、父又は母と生活を共にし
ていない家庭の安定や児童の福祉の増進を目的とします。

父又は母と生計を共にしていない児童について、その家庭生活の安定と
自立を促進するための手当を支給します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 106,920 千円

令和9年度 106,920 千円

令和10年度

4,884 千円

事業名 重点戦略

障害児通所支援事業

事業目的 事業概要

遺児手当支給条例に基づき、父母の離婚及び両親又は父母の一方が死亡
して遺児となった児童を養育している方への支援を目的とします。

父又は母と生計を共にしていない児童について、その家庭生活の安定と
自立を促進するための手当を支給します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 4,884 千円

令和9年度 4,884 千円

令和10年度

342,435 千円

障がい児への日常生活における基本的動作の指導や独立した自立活動に
必要な知識技能の付与、集団生活への適応のための訓練を施設通所によ
り支援します。

障がい児の生活能力向上のため、下記のサービス利用に係る給付支援を
行います。
・放課後等デイサービス
・児童発達支援
・保育所等訪問支援
・高額障害児通所給付費等

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 342,435 千円

令和9年度 342,435 千円

令和10年度
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担当課 児童課

事業名 重点戦略

養育支援訪問事業

事業目的 事業概要

482 千円

子育てに関し不安や孤立感を抱える家庭や養育支援が必要な家庭を訪問
し支援します。

育児ストレス、産後うつ、育児ノイローゼなどの問題により、子育てに
対して不安や孤立感を抱える家庭や様々な要因で養育支援が必要となっ
ている家庭に対し、養育支援訪問員を派遣することで、その家庭が抱え
る養育上の諸問題の解決、軽減を図ります。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 482 千円

令和9年度 482 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性２
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基本目標２

施策目標２

 ●目指すべきまちの姿

市民と行政が地域で支え合い、高齢者一人ひとりが生涯健康で、仲間や家族とともに、住み慣れ
た地域で、活き活きと暮らせるまち

 ●主要施策

(1) 介護予防・生活支援の総合的な推進

(2) 認知症施策の推進

(3) 介護・高齢者福祉サービスの充実

(4) 生きがいづくりの促進

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) 認知症サポーター養成研修受講者数 人 6,951 8,800

(3)
給食サービス利用者数
(配食サービス・給食サービス利用券)

人 686 810

(3) 緊急通報システム利用者数 人 122 152

(3) 高齢者等福祉タクシー料金助成利用券申請者数 人 1,137 1,620

(3) 寝具洗濯乾燥消毒サービス申請者数 人 58 65

(3) ささえあいセンター事業活動時間 時間 8,343 12,400

(4) ささえあいセンター事業活動時間＜再掲＞ 時間 8,343 12,400

(4) ふれあいサロン開催箇所数 か所 23 30
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（１）介護予防・生活支援の総合的な推進

担当課 介護高齢課

担当課 介護高齢課

（２）認知症施策の推進

担当課 介護高齢課

事業目的 事業概要

介護予防・生活支援サービス事業

基本チェックリスト該当者及び要支援者が要介護状態とならないよう
に、また地域で自立した日常生活が営むことができるように介護予防・
生活支援サービスをすることを目的とします。

対象者へ訪問型サービスや通所型サービス等を提供することで、介護予
防・生活支援を図ります。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 94,274 千円

令和9年度 94,274 千円

令和10年度 94,274 千円

事業目的 事業概要

基本チェックリスト該当者及び要支援者が要介護状態とならないよう
に、また、地域で自立した日常生活を営むことができるように包括的な
生活支援サービスをすることを目的とします。

包括的支援事業として、介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援
業務、高齢者虐待への対応などの権利擁護業務、包括的・継続的マネジ
メント、地域ケア会議の運営他、在宅医療・介護連携の推進、認知症施
策の推進、生活支援サービスの体制整備を推進します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

包括的支援事業

事業名 重点戦略

認知症予防事業

事業目的 事業概要

令和8年度 54,464 千円

令和9年度 54,464 千円

令和10年度 54,464 千円

5,867 千円

今後、認知症高齢者等の増加が見込まれる中、国の「認知症施策推進総
合戦略（新オレンジプラン）」に基づき、認知症を発症した本人、その
家族の意思を尊重した在宅生活の継続を目的とします。

認知症初期集中支援推進事業、家族支援、認知症サポーターの養成とと
もに、認知症カフェを開催します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 5,867 千円

令和9年度 5,867 千円

令和10年度
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担当課 福祉課 介護高齢課

（３）介護・高齢者福祉サービスの充実

担当課 介護高齢課

担当課 介護高齢課

事業名 重点戦略

権利擁護センター運営事業

事業目的 事業概要

30,935 千円

事業名 重点戦略

在宅医療・介護連携推進事業

事業目的 事業概要

高齢や知的障がいなどの理由により判断能力が不十分な要支援者に対
し、契約や財産管理等で不当な侵害を受けたり、人間としての尊厳が損
なわれないように専門的な機関を設置し、権利擁護に取り組みます。

要支援者がいつまでも住み慣れた地域で自分らしく安心した生活を続け
るために３市町村で設置した海部南部権利擁護センターに委託し、弁護
士相談会や巡回相談を実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 30,935 千円

令和9年度 30,935 千円

令和10年度

5,842 千円

事業名 重点戦略

給食サービス事業

事業目的 事業概要

高齢化の進行に伴う、医療と介護を必要とする高齢者が住み慣れた地域
で自分らしい暮らしを続けることができるよう、医療・介護の関係機関
と連携して、適切なサービスを受けられるよう支援することを目的とし
ます。

海部津島７市町村により、「海部医療圏在宅医療・介護連携支援セン
ター」を共同設置し、在宅医療・介護連携推進事業を推進する。海部医
療圏の医療・介護関係者等から相談を受け付け、医療と介護関係者の連
携調整や医療と介護の切れ目ない連携を推進します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 5,842 千円

令和9年度 5,842 千円

令和10年度

16,948 千円

独居・高齢者のみ世帯を対象に、健康保持及び孤独感の解消を図るとと
もに、配食サービスでは安否確認も目的としています。

自宅へのお弁当配達サービス（自己負担420円）又は総合福祉センター・
十四山総合福祉センター内喫茶室における飲食代の一部（200円券×月４
枚）を助成します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 16,948 千円

令和9年度 16,948 千円

令和10年度
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担当課 介護高齢課

担当課 介護高齢課

担当課 介護高齢課

事業名 重点戦略

緊急通報システム事業

事業目的 事業概要

6,536 千円

事業名 重点戦略

高齢者等福祉タクシー料金助成事業

事業目的 事業概要

ひとり暮らし高齢者等の急病、事故等の緊急事態に対処するため、希望
する対象者へ緊急通報用機器等を貸与することで、日常生活上の不安を
軽減し、円滑な救助を受けられる環境を整備することを目的とします。

市内に住所を有する者で、ひとり暮らし高齢者や要介護３から要介護５
該当者を抱える高齢者世帯、ひとり暮らしの身体障がい者手帳１級から
３級までの方に、緊急通報用機器等を貸与します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 6,536 千円

令和9年度 6,536 千円

令和10年度

9,224 千円

事業名 重点戦略

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業

事業目的 事業概要

バスや電車等の公共交通機関を利用することの困難な在宅で生活する高
齢者及び免許返納者に対し、病院や買い物などへの移動手段としてタク
シーを利用することにより外出を促すことを目的とします。

要支援・要介護認定者・事業対象者及び75歳以上の免許返納者が、外出
時にタクシーを利用する場合、その利用料金の一部を助成します。利用
券は１回の乗車につき２枚まで使用でき、１枚目での基本料金及び迎車
料金を２枚目で基本料金以内の額を助成します。なお、利用者には年間
36枚チケットを交付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 9,224 千円

令和9年度 9,224 千円

令和10年度

449 千円

概ね65歳以上のひとり暮らしの高齢者、在宅で生活する要介護度３～５
に該当する者、重度の身体障がい者で、寝具の衛生管理等が困難な高齢
者等に対し寝具の洗濯乾燥消毒サービスを提供することにより、健康で
衛生的な在宅生活の支援を行います。

掛布団・敷布団・毛布２枚を１式とし、年２回寝具の丸洗いを実施しま
す。なお、世帯の所得状況により利用者負担（300円／回）をいただく場
合があります。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 449 千円

令和9年度 449 千円

令和10年度
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担当課 介護高齢課

（４）生きがいづくりの促進

担当課 介護高齢課

担当課 介護高齢課

事業名 重点戦略

ささえあいセンター事業

事業目的 事業概要

1,530 千円

事業名 重点戦略

老人クラブ育成事業

事業目的 事業概要

地域社会に貢献したい高齢者等「協力会員」がささえあいセンターを通
じて、要介護認定者や申請者、障がい者手帳所持者等（「利用会員」）
の困り事などへの手助けを行うことで、地域に貢献したい高齢者等への
生きがいづくりの場を提供します。

協力会員と利用会員が「ささえあいセンター」に会員登録し、コーディ
ネーターが利用会員の困り事ニーズに応じて協力会員を手配し、サービ
スを提供します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,530 千円

令和9年度 1,530 千円

令和10年度

3,500 千円

事業名 重点戦略

シルバー人材センター育成事業

事業目的 事業概要

高齢者の生きがいづくりと健康づくりに資する活動・事業を実施してい
る単位老人クラブ（福寿会）の活動を支援することで、明るい長寿社会
を実現します。

単位老人クラブ（福寿会）が実施する友愛活動、清掃・奉仕・環境活動
等に対し補助金を交付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 3,500 千円

令和9年度 3,500 千円

令和10年度

20,782 千円

高齢者の就業機会確保の受け皿先であるシルバー人材センターの運営を
支援することで高齢者が地域社会の中で生きがいを持って働ける場や機
会の提供を目的とします。

弥富市シルバー人材センターに対し、運営費及び事業費を補助します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 20,782 千円

令和9年度 20,782 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性２
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担当課 介護高齢課

事業名 重点戦略

ささえあいセンター事業（再掲）

事業目的 事業概要

1,530 千円

地域社会に貢献したい高齢者等「協力会員」がささえあいセンターを通
じて、要介護認定者や申請者、障がい者手帳所持者等（「利用会員」）
の困り事などへの手助けを行うことで、地域に貢献したい高齢者等への
生きがいづくりの場を提供します。

協力会員と利用会員が「ささえあいセンター」に会員登録し、コーディ
ネーターが利用会員の困り事ニーズに応じて協力会員を手配し、サービ
スを提供します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,530 千円

令和9年度 1,530 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性２
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基本目標２

施策目標３

 ●目指すべきまちの姿

誰もが健康管理を意識して、こころもからだも元気で安心して暮らせるまち

 ●主要施策

(1) 健康づくり推進体制の充実

(2) 健康診査・指導等の充実

(3) 母子保健の充実

(4) 歯科保健の充実

(5) 地域医療体制の充実

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) やとみ健康マイレージ事業の参加者 人 335 350

(2) 特定健診受診率(40歳以上国保加入者対象) % 46.8 56.8

(2)
胃がん検診受診率
(全住民を対象者とした割合)

% 9.5 18.0

(2)
肺がん検診受診率
(全住民を対象者とした割合)

% 9.4 18.0

(2)
大腸がん検診受診率
(全住民を対象者とした割合)

% 9.2 18.0

(2)
子宮がん検診受診率
(全住民を対象者とした割合)【対象は女性】

% 12.2 23.0

(2)
乳がん検診受診率
(全住民を対象者とした割合)【対象は女性】

% 8.5 23.0

(3) 赤ちゃん訪問実施率 % 87.6 98.0

(4)
定期的(年に１回以上)に歯科健診を受診している
率

% 63.2 70.0
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（１）健康づくり推進体制の充実

担当課 健康推進課

担当課 健康推進課

担当課 健康推進課

0 千円

健康づくりに関する今後の取組や課題を明確にし、市民の健康寿命の延
伸を目指します。

令和７年度は、平成27年度に策定した第２次弥富市健康増進計画の最終
年度を迎えます。健康づくりに関する10年間の取組を評価し、最近の国
や県の動向を踏まえ、今後の目指す方向性や課題等を明確にした上で、
健康づくりをより推進するための第３次弥富市健康増進計画を策定しま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

健康増進計画策定事業

事業目的 事業概要

令和8年度 124 千円

令和9年度 124 千円

令和10年度 124 千円

健康づくりを日々の生活に取り入れて、市民すべてが元気で生き生き暮
らせる意識づくりを目的とします。

糖尿病や循環器疾患などの生活習慣病やがん予防についての正しい知識
の普及、自分の健康状態を知り生活習慣の見直し・改善につなげる健康
教室を開催します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

各種健康教育事業

事業名 重点戦略

令和8年度 515 千円

令和9年度 515 千円

令和10年度 515 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

健康マイレージ事業

市民個人個人が自分自身の健康に関心を持ち、主体的に健康づくりに取
り組んでもらうことを目的とします。

自分で決めた健康づくりを実践し、ポイントをためることで「まいか
（あいち健康づくり応援カード）」が発行され、市民が自身の健康づく
りに取り組むことができるよう内容を計画し実施します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費
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（２）健康診査・指導等の充実

担当課 保険年金課

担当課 健康推進課

担当課 健康推進課

208,440 千円

伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防するために公衆衛生の
見地から予防接種の実施その他必要な措置を講ずることにより、市民の
健康の保持に寄与するとともに、予防接種による健康被害の迅速な救済
を図ることを目的とします。

予防接種法に基づき、集団予防を目的とする感染症と個人予防を目的と
する感染症等の予防接種を実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 208,440 千円

令和9年度 208,440 千円

令和10年度

60,527 千円

事業名 重点戦略

予防接種事業

事業目的 事業概要

疾病の早期発見や治療だけでなく、生活習慣改善を行い健康増進を図る
ことにより、壮年期の死亡の減少及び寝たきりにならないよう健康寿命
の延伸を目的とします。

海部地区内の指定医療機関による個別がん検診、海南病院における総合
がん検診、バスで行う集団検診を実施します。
がん検診の受診率向上を目指し、検診受診の啓発を継続して実施しま
す。また、がん検診精密検診未受診者に対し、継続して受診勧奨しま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 60,527 千円

令和9年度 60,527 千円

令和10年度

35,186 千円

事業名 重点戦略

各種健（検）診事業

事業目的 事業概要

メタボリックシンドロームの該当者、予備群を早期に発見し、保健指導
や適正な治療につなげ、生活習慣病の早期発見及び予防により医療費の
抑制を目的とします。

40歳から74歳までの国民健康保険加入者を対象として健康診査を行い、
生活習慣改善の必要性がある方に対し特定保健指導を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 35,186 千円

令和9年度 35,186 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

特定健康診査、特定保健指導事業

事業目的 事業概要
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（３）母子保健の充実

担当課 健康推進課

担当課 健康推進課

担当課 健康推進課

11,072 千円

乳幼児の健康管理を図り、異常の早期発見・早期治療につなげること、
保護者の育児不安を把握し支援につなげることを目的とします。

乳児に対して医療機関委託で健診２回分の補助を実施します。
（受診の目安として、１回目は生後１か月、２回目は６～10か月）
令和６年度より新生児聴覚検査費用助成を実施しています。
４か月児健診、１歳６か月児健診、３歳児健診、２歳児歯科教室を保健
センターで実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 11,072 千円

令和9年度 10,976 千円

令和10年度

327 千円

事業名 重点戦略

乳幼児健診事業

事業目的 事業概要

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、母子の心身の状況や
養育環境の把握と助言を行うことにより、保護者の育児不安を軽減でき
るように支援します。

生後４か月までの乳児家庭に看護職員が訪問し、次に掲げる事業を実施
します。
・母子の心身の状況や養育環境の把握と助言
・育児に関する不安や悩みの相談
・子育て支援に関する情報提供
・要支援家庭に対しサービスの提供や関係機関との連絡調整

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 327 千円

令和9年度 327 千円

令和10年度

35,255 千円

事業名 重点戦略

赤ちゃん訪問事業

事業目的 事業概要

妊娠中の母子の健康管理と異常の早期発見、早期治療を目的とし、併せ
て、産後うつを早期発見し必要な支援を行うことで児童虐待の防止にも
つなげます。

妊婦に対して妊婦健診14回と子宮頸がん検診の補助を実施します。
多胎妊婦に対しては基本健診５回分の追加補助を令和4年度より実施して
います。産後８週以内の産婦に対しては1回の補助を平成30年度より実施
し、また産後２週間の健診として令和８年度より産婦健診の２回目の補
助を実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 35,255 千円

令和9年度 35,255 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

妊産婦健診事業

事業目的 事業概要
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担当課 健康推進課

担当課 健康推進課

（４）歯科保健の充実

担当課 健康推進課 保険年金課

7,254 千円

ライフステージにあった歯科健（検）診や歯科教室・指導を実施するこ
とにより、生涯を通じた切れ目ない歯と口の健康づくりの推進を目的と
します。

妊産婦歯科健診や20歳以上の方の歯周病検診を実施します。また75歳以
上の方には、口腔機能低下の早期発見と維持・回復を図るため、舌の力
や飲み込む力、咀嚼機能の検査項目を追加し、オーラルフレイル健診を
実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 7,254 千円

令和9年度 7,254 千円

令和10年度

35,453 千円

事業名 重点戦略

歯科保健事業

事業目的 事業概要

妊婦の産前産後期間における身体的・精神的・経済的負担を軽減し、妊
婦や子どもの保健及び福祉の向上を目的とします。

妊娠している者及び妊娠している子どもの人数（流産・死産等も含む）
に応じて経済的支援を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 35,453 千円

令和9年度 35,453 千円

令和10年度

208,440 千円

事業名 重点戦略

妊婦のための支援給付事業

事業目的 事業概要

伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防するために公衆衛生の
見地から予防接種の実施その他必要な措置を講ずることにより、市民の
健康の保持に寄与するとともに、予防接種による健康被害の迅速な救済
を図ることを目的とします。

予防接種法に基づき、集団予防を目的とする感染症と個人予防を目的と
する感染症等の予防接種を実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 208,440 千円

令和9年度 208,440 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

予防接種事業（再掲）

事業目的 事業概要
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（５）地域医療体制の充実

担当課 健康推進課

40,020 千円

海南病院は平成25年９月よりこの地域では唯一の救命救急センターとし
て指定されており、基幹病院として地域の暮らしを支えています。今後
も救急医療や高度医療機能を十分かつ継続的に発揮していくために専門
的な人材の確保や適正な医療体制が行えるよう財政支援を行います。

愛西市、蟹江町、飛島村、木曽岬町の４市町村とともに最大１億円の財
政支援を行い、そのうち弥富市分（4,002万円）を負担します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 40,020 千円

令和9年度 40,020 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

病院運営費補助事業

事業目的 事業概要
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基本目標２

施策目標４

 ●目指すべきまちの姿

障がいのある人が地域社会の一員として自立し、自分らしく生きることができるまち

 ●主要施策

(1) 障がい者支援推進体制の充実と指針の見直し

(2) 自立支援給付と地域生活支援事業の推進

(3) 生活支援の充実

(4) 保健・医療サービスの充実

(5) 就労支援の充実と社会参加の促進

(6) 住環境の確保

(7) 意識啓発等の推進

(8) 障がい者虐待の予防・早期発見体制の充実

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 障がい者相談支援事業所数 か所 3 6

(2) 地域生活支援事業利用者数 人 83 140

(4) 障がい児福祉サービス利用者数 人 143 263

(6) グループホーム数 か所 4 5

(7) 福祉ボランティア登録者数 人 84 92
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（１）障がい者支援推進体制の充実と指針の見直し

担当課 福祉課

（２）自立支援給付と地域生活支援事業の推進

担当課 福祉課

令和8年度 1,197,496 千円

令和9年度 1,197,496 千円

令和10年度 1,197,496 千円

障がい福祉サービスや補装具に係る費用の給付を行うことにより、障が
い児・者が自立した日常生活や社会生活を営むことができることを目的
とします。

障がい児・者が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう下
記のサービス利用に係る給付支援を行います。
・身体障害者デイサービス事業
・特定障害者特別給付費
・介護給付費・訓練等給付費
・計画相談支援等給付費
・高額障害福祉サービス費
・補装具費給付費等

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

障害者自立支援事業

令和8年度 34,892 千円

令和9年度 34,892 千円

令和10年度 34,892 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

相談支援事業

障がい者本人やその家族が、相談支援専門員等の支援を受け、適切な
サービスを利用しながら住み慣れた地域で自立して暮らせることを目的
とします。

障がい者、その保護者、介護者などからの相談に応じ、４箇所の相談支
援事業所において、必要な情報提供や権利擁護のために必要な援助を行
います。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費
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担当課 福祉課

担当課 福祉課

38,236 千円

障がい児・者の医療費等、経済的負担の軽減を目的とします。 障がい児・者に対し、身体障害者更生医療費、育成医療費、療養介護医
療費を給付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 38,236 千円

令和9年度 38,236 千円

令和10年度

67,248 千円

事業名 重点戦略

障害者医療支援事業

事業目的 事業概要

障がい児・者が、日常生活や社会生活でその人らしく生きるために、障
がいの特性に応じた支援を行うことを目的とします。

障がい児・者が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう下
記のサービス利用に係る給付支援等を行います。
・相談支援事業
・コミュニケーション支援
・日常生活用具給付
・移動入浴事業
・日中一時支援事業
・移動支援事業
・身体障がい者自動車改造助成
・成年後見制度利用支援
・身体障がい者自動車運転免許取得費助成事業等
・福祉ホーム

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 67,248 千円

令和9年度 67,248 千円

令和10年度

地域生活支援事業

事業目的 事業概要

事業名 重点戦略
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（３）生活支援の充実

担当課 福祉課

担当課 福祉課

4,550 千円

公共交通機関の利用や駅、バス停までの移動が困難な障がい児・者へ、
日常生活における通院や余暇活動等の外出を促すことを目的とします。

心身に障がいのある方のうち、当該事業対象者がタクシーを利用される
場合、その料金の一部を助成します。
・利用券の交付枚数（年間48枚）
・助成額等
(1)一般タクシーを利用の場合（１回の乗車につき２枚まで）
 １枚目　基本料金（障がい者割引分を控除した額）及び迎車回送料金
 ２枚目　基本料金（障がい者割引を控除した額）相当分以内
(2)リフト付きタクシー等を利用の場合（１回の乗車につき１枚）
 (ア)車椅子で利用の場合1,500円
 (イ)ストレッチャーで利用の場合2,000円

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 4,550 千円

令和9年度 4,550 千円

令和10年度

1,197,496 千円

事業名 重点戦略

心身障がい者福祉タクシー助成事業

事業目的 事業概要

障がい福祉サービスや補装具に係る費用の給付を行うことにより、障が
い児・者が自立した日常生活や社会生活を営むことができることを目的
とします。

障がい児・者が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう下
記のサービス利用に係る給付支援を行います。
・身体障害者デイサービス事業
・特定障害者特別給付費
・介護給付費・訓練等給付費
・計画相談支援等給付費
・高額障害福祉サービス費
・補装具費給付費等

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,197,496 千円

令和9年度 1,197,496 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

障害者自立支援事業（再掲）

事業目的 事業概要
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担当課 福祉課 介護高齢課

（４）保健・医療サービスの充実

担当課 福祉課

（５）就労支援の充実と社会参加の促進

担当課 福祉課

0 千円

就職を希望する障がい者やその家族、障がい者雇用を検討している企業
に対し、就労に関する相談を気軽にできる場所の提供を目的とします。

関係機関との連携により、定期的に相談窓口を開設し、就労の支援を行
います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

342,435 千円

事業名 重点戦略

障がい者就業相談事業

事業目的 事業概要

障がい児への日常生活における基本的動作の指導や独立した自立活動に
必要な知識技能の付与、集団生活への適応のための訓練を施設通所によ
り支援します。

障がい児の生活能力向上のため、下記のサービス利用に係る給付支援を
行います。
・放課後等デイサービス
・児童発達支援
・保育所等訪問支援
・高額障害児通所給付費等

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 342,435 千円

令和9年度 342,435 千円

令和10年度

30,935 千円

事業名 重点戦略

障害児通所支援事業（再掲）

事業目的 事業概要

高齢や知的障がいなどの理由により判断能力が不十分な要支援者に対
し、契約や財産管理等で不当な侵害を受けたり、人間としての尊厳が損
なわれないように専門的な機関を設置し、権利擁護に取り組みます。

要支援者がいつまでも住み慣れた地域で自分らしく安心した生活を続け
るために３市町村で設置した海部南部権利擁護センターに委託し、弁護
士相談会や巡回相談を実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 30,935 千円

令和9年度 30,935 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

権利擁護センター運営事業（再掲）

事業目的 事業概要

重点戦略１

方向性２
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（６）住環境の確保

担当課 福祉課

（７）意識啓発等の推進

担当課 福祉課

20 千円

点字や手話、音訳等の障がい者を支えるボランティア団体の活動を支援
し、多様な担い手づくりを進めることを目的とします。

弥富市社会福祉協議会が組織するボランティア連絡協議会に補助金の交
付を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 20 千円

令和9年度 20 千円

令和10年度

3,700 千円

事業名 重点戦略

障がい者ボランティア活動補助事業

事業目的 事業概要

障がい者の親世代の高齢化が進み、障がい者の住む場を確保し存続して
いくように、経営の安定化及びその参入促進を目的とします。

障がい者が自立した生活を安定的に営めるよう、共同生活援助を実施す
る事業所に対し、運営費の一部を補助します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 3,700 千円

令和9年度 3,700 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

障がい者グループホーム確保推進事業

事業目的 事業概要

重点戦略４

方向性２
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基本目標２

施策目標５

 ●目指すべきまちの姿

年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域で生き生きと暮らすことができ
るまち

 ●主要施策

(1) 福祉サービスを利用しやすい環境づくり

(2) 福祉サービスの担い手の充実

(3) 市民の福祉意識の高揚と支え合う地域づくり

(4) 自立・援助対策の充実

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 海部南部権利擁護センター相談者数 人 125 190

(2) 福祉ボランティア登録者数＜再掲＞ 人 84 92
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（１）福祉サービスを利用しやすい環境づくり

担当課 福祉課

担当課 福祉課

担当課 介護高齢課

事業目的 事業概要

重層的支援体制整備事業

福祉ニーズが多様化する中で、複数の生活上の課題を抱える世帯に対し
て一体的な支援を行います。

多世代にわたる課題や問題に対して、関係機関と連携し相談から支援ま
でを一体的に行います。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 19,899 千円

令和9年度 19,899 千円

令和10年度 19,899 千円

事業目的 事業概要

身寄りのない知的障がい者や精神障がい者で、成年後見制度の適用を必
要としているものの利用が困難な方に対し、市が手続きや金銭的支援を
行うことを目的とします。

市長が代理で申し立てを行い、裁判所申立費用を市が支援することで、
要支援者が後見人を立てることができます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

成年後見制度利用支援事業

事業名 重点戦略

包括的支援事業（再掲）

事業目的 事業概要

令和8年度 571 千円

令和9年度 571 千円

令和10年度 571 千円

54,464 千円

基本チェックリスト該当者及び要支援者が要介護状態とならないよう
に、また、地域で自立した日常生活を営むことができるように包括的な
生活支援サービスをすることを目的とします。

包括的支援事業として、介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援
業務、高齢者虐待への対応などの権利擁護業務、包括的・継続的マネジ
メント、地域ケア会議の運営他、在宅医療・介護連携の推進、認知症施
策の推進、生活支援サービスの体制整備を推進します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 54,464 千円

令和9年度 54,464 千円

令和10年度
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（２）福祉サービスの担い手の充実

担当課 福祉課

担当課 福祉課

（４）自立・援助対策の充実

担当課 福祉課

事業名 重点戦略

社会福祉協議会支援事業

事業目的 事業概要

82,000 千円

事業名 重点戦略

障がい者ボランティア団体養成等事業

事業目的 事業概要

複雑・多様化する福祉ニーズに応え、すべての市民が住み慣れた地域で
共に支え合いながら安心して暮らせる地域共生社会の実現に向け、その
中核的役割を担う社会福祉協議会への財政的な支援を行います。

心配ごと相談所や生活福祉資金貸付事業、共同募金事業、居宅介護支援
事業所(なでしこ)や就労継続支援事業Ｂ型(チャレンジハウス弥富)等の
社会福祉協議会の事業運営に係る支援とともに、福寿会や遺族会、身体
障害者福祉会、ひまわり会、子ども会等の各種団体との連携を強化し、
地域福祉を推進します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 82,000 千円

令和9年度 82,000 千円

令和10年度

90 千円

事業名 重点戦略

自立相談支援事業

事業目的 事業概要

点字や手話、音訳等の障がい者を支えるボランティア団体の養成を支援
し、多様な担い手づくりを進めることを目的とします。

弥富市社会福祉協議会に登録している障がい者に関連するボランティア
団体に補助金の交付を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 90 千円

令和9年度 90 千円

令和10年度

14,882 千円

生活に不安や困りごとを抱える市民に対して、専門の相談員が自立に向
けた支援を行うことを目的とします。

相談窓口を社会福祉協議会に委託し、専門の相談員がどのような支援が
必要かを相談者と一緒になって考え、支援プランを作成するなど生活保
護受給に至る前の段階で、自立に向けた支援を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 14,882 千円

令和9年度 14,882 千円

令和10年度
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基本目標３

施策目標１

 ●目指すべきまちの姿

安全な教育環境が整い、「生きる力」を育む特色ある教育活動がより一層進んだまち
家庭・地域・学校が一体となって、子どもの安全が一層保たれたまち

 ●主要施策

(1) 「生きる力」の育成を重視した教育活動の推進

(2) 外国人生徒への多言語対応

(3) 学校施設・設備の整備

(4) 防災教育の推進と通学時の安全対策の推進

(5) 保・幼・小・中の連携強化

(6) 学校規模の適正化に向けた取組の推進

(7) いじめ・不登校等の克服

(8) 教員の多忙化解消プラン

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 時間 22,972 26,000

(1) 学習指導ボランティア 人 40 40

(3) 小中学校長寿命化改良事業の校数 校 2 5

(7) スクールカウンセラーの年間配置時間数 時間 934.5 1,000.0

(7) スクールソーシャルワーカーの年間配置時間数 時間 1,110 1,500
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（１）「生きる力」の育成を重視した教育活動の推進

担当課 学校教育課

担当課 学校教育課

担当課 学校教育課

事業目的 事業概要

特別非常勤講師派遣事業

優れた知識、経験、技能をもつ人材を学校で活用することで、学校教育
の多様化への対応、活性化を図ります。

全小中学校に市任用の特別非常勤講師等を派遣することで、きめ細かな
授業を行い、子どもたちの生きる力の育成を重視した教育活動の推進を
図ります。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 12,446 千円

令和9年度 12,446 千円

令和10年度 12,446 千円

事業目的 事業概要

市内３中学校２年生全員を対象に被爆地広島を訪問し、実際に見たり、
きいたり、平和について五感で感じてもらうことで、世界恒久平和の実
現に向けて貢献する人材を育成することを目的とします。

市内３中学校の２年生全員を対象に被爆地広島へ派遣するため、弥富市
立中学校広島派遣研修連絡協議会に対して補助金を交付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

平和教育推進事業

事業名 重点戦略

英語指導者委託事業

事業目的 事業概要

令和8年度 15,446 千円

令和9年度 15,446 千円

令和10年度 15,446 千円

22,099 千円

小中学校における外国語教育の一層の推進を図るとともに小中学校にお
いて児童・生徒に楽しく外国語に慣れ親しませながら、コミュニケー
ション能力の基礎を養うことを目的とします。

小中学校へ英語指導者を派遣し、教員とともに外国語活動・授業の充実
を図り、主体的に外国語を用いてコミュニケーションを取ろうとする態
度を養います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 22,099 千円

令和9年度 22,099 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性３

重点戦略１

方向性２

-49-



担当課 学校教育課

担当課 学校教育課

（３）学校施設・設備の整備

担当課 学校教育課

事業名 重点戦略

特別支援教育支援員事業

事業目的 事業概要

52,075 千円

事業名 重点戦略

学校支援者制度及び学校評議員制度活用事業

事業目的 事業概要

困り感があり支援を要する児童・生徒に対し、一人ひとりに応じた教育
支援を行うことを目的とします。

小中学校において困り感があり支援を要する児童・生徒に対し、学習支
援、食事、排泄、教室の移動補助等、学校における日常生活動作を介助
を含め、学習活動上のサポートを行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 52,075 千円

令和9年度 52,075 千円

令和10年度

407 千円

事業名 重点戦略

小中学校長寿命化改良事業

事業目的 事業概要

地域の方々に学校を支援する活動に参加していただくことによって、地
域に開かれた学校づくりを進めるとともに、学校教育の活性化を図りま
す。

学校支援ボランティアについては、地域の方々が授業支援、教材作成、
部活動、体験学習など様々なボランティア活動に登録の上、学校活動の
支援を行います。
学校評議員については、地域から評議員を選出し、評議員会を通じて学
校運営等に関し意見をもらい、地域に開かれた学校づくりを行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 407 千円

令和9年度 407 千円

令和10年度

0 千円

構造体の長寿命化やライフラインの更新などにより建物の耐久性向上の
ほか、省エネルギー化を行うことで、市財産の将来的な負担を削減しま
す。

小中学校の校舎、体育館等の構造体の劣化対策を要する建築後40年以上
経過した建物について、長寿命化改良工事を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度
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担当課 学校教育課

（５）保・幼・小・中の連携強化

担当課 児童課

（６）学校規模の適正化に向けた取組の推進

担当課 学校教育課

事業名 重点戦略

情報機器整備事業

事業目的 事業概要

84,003 千円

事業名 重点戦略

市立保育所民営化（認定こども園化）事業

事業目的 事業概要

ＩＣＴ機器の有効活用を通して、児童生徒の学びを豊かにし、デジタル
化の流れに対応できるよう環境を整備します。

情報教育の重要性と情報機器の整備を進める国のGIGAスクール構想を踏
まえ、ＩＣＴ機器の有効活用を通して、児童・生徒の学びを豊かにし学
ぶ意欲を高め、確かな学力を養うため、市内小中学校の授業用端末機器
等の整備を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 339,020 千円

令和9年度 84,003 千円

令和10年度

0 千円

事業名 重点戦略

小中学校適正規模配置事業

事業目的 事業概要

弥富市公立保育所の民営化基本方針に基づき、多様化する教育・保育
ニーズに対応できるよう、令和10年度から市立弥生保育所を民間事業所
に移管するための取組を進めます。

令和８年度に、弥生保育所民営化に係る指定候補法人による保護者説明
会等を開催するとともに、民営化前の令和９年度には、同保育所におい
て当該法人が派遣する保育士との引継ぎ及び共同保育を実施する予定で
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 22,500 千円

令和10年度

0 千円

教育環境の充実を図るため、１学年複数クラスの維持や男女比の適正化
に向け、小中学校の再編整備を行います。

大藤小学校・栄南小学校・十四山東部小学校・十四山西部小学校の小規
模の４小学校再編に伴い、校舎の新築と既存校舎・体育館及びプール棟
の長寿命化改良工事、給食室の増改築、校舎等の解体、外構工事を行い
ます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,260,875 千円

令和9年度 660,782 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性３

重点戦略３

方向性２
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（７）いじめ・不登校等の克服

担当課 学校教育課

担当課 学校教育課

担当課 学校教育課

事業名 重点戦略

いじめ問題対策事業

事業目的 事業概要

1,843 千円

事業名 重点戦略

教育支援センター事業

事業目的 事業概要

いじめ問題の未然防止や早期発見・解決を図ることを目的とします。 いじめ問題対策連絡協議会や、いじめ問題専門委員会との連携強化に努
めるとともに、中学校ではいじめ防止に関する研修啓発等に対し補助金
を交付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,843 千円

令和9年度 1,843 千円

令和10年度

9,742 千円

事業名 重点戦略

ＳＣ（スクールカウンセラー）配置事業

事業目的 事業概要

心理的、環境的その他の要因によって学校に登校したくてもできない状
態にある児童・生徒に対し、社会的自立に向けての支援を行うことを目
的とします。

児童・生徒の状況に即した学習や教育相談を行い、心の安定と成長、社
会的自立に向けての支援を行います。また、令和７年度は教育支援セン
ターの移転工事を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 9,742 千円

令和9年度 9,742 千円

令和10年度

15,585 千円

児童・生徒や保護者の抱える悩みを受け止めることや、いじめ問題を未
然に防いだり、早期の発見・解決を図ることを目的とします。

心理専門家の視点を生かし、個々の児童生徒のカウンセリング、保護者
や教職員に対する相談・助言、事件・事故等の緊急対応における心のケ
アを行うなど、学校の教育相談体制の充実を図ります。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 15,585 千円

令和9年度 15,585 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性３

重点戦略３

方向性３
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担当課 学校教育課

担当課 学校教育課 児童課

（８）教員の多忙化解消プラン

担当課 学校教育課

事業名 重点戦略

ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）設置事業

事業目的 事業概要

3,915 千円

事業名 重点戦略

こども相談事業

事業目的 事業概要

児童・生徒を取り巻く課題について、生活環境から関わり、学校・家
庭・地域などと連携し課題の解決を目指します。

児童・生徒の日常生活での悩みや学校でのいじめ、家庭内での虐待と
いった問題に対して、家族や学校の先生、関係機関と連絡を取りながら
解決のための支援をします。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 3,915 千円

令和9年度 3,915 千円

令和10年度

2,516 千円

事業名 重点戦略

校務支援システム事業

事業目的 事業概要

子どもや保護者などの身近な人には直接相談しづらい悩みや不安を気兼
ねなく相談でき、専門的な助言を得られるような環境づくりを推進しま
す。

虐待やヤングケアラーなど子どもの権利侵害にかかわる問題について、
子ども自身からのSOSを直接受け取り、支援に繋げる取り組みを行いま
す。
「学校と異なる場所」で「授業のない日に」気軽に相談できるよう、や
とみ子ども相談室『カラフル』における相談支援を月２回の体制で実施
します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 2,516 千円

令和9年度 2,516 千円

令和10年度

44,632 千円

教員の事務の簡素化とデータ管理の向上を図るため、校務支援ソフト・
システムの充実を図ります。

教職員の勤務出退勤管理、スケジュール管理、市内10校のメール管理
等、また児童・生徒の出欠席管理、成績表管理、身体測定管理等を校務
システムで一括管理を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 44,632 千円

令和9年度 44,632 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性３

重点戦略３

方向性３
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基本目標３

施策目標２

 ●目指すべきまちの姿

誰もが生涯にわたって主体的に学び続け、その成果がまちづくりに活かされるような、学習環境
が整ったまち

 ●主要施策

(1) 生涯学習に関する指針の策定・推進

(2) 生涯学習講座・教室の充実

(3) 図書館の充実

(4) 関連施設の計画的な改修・設備修繕

(5) 指導者の育成・確保・活動の促進

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) 生涯学習講座・教室などへの参加者数 人 1,795 2,100

(3) 図書館利用者数 人 31,087 43,000

(4) 中央公民館利用者数 人 54,717 85,000

(4) 南部コミュニティセンター利用者数 人 24,499 29,000

(4) 白鳥コミュニティセンター利用者数 人 30,257 45,000
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（２）生涯学習講座・教室の充実

担当課 生涯学習課

（３）図書館の充実

担当課 まちなか交流課

担当課 まちなか交流課

事業目的 事業概要

生涯学習講座・教室開催事業

市民の生涯学習ニーズに応えるため、子どもから高齢者までを対象とし
たさまざまな教室・講座を開催し、学習機会を提供します。

自らの地域の歴史・文化を学ぶことができる生涯学習講座を企画し、開
催します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 800 千円

令和9年度 800 千円

令和10年度 800 千円

事業目的 事業概要

利用者目線で快適な図書館運営を目指します。 令和８年５月に図書館がリニューアルオープンするとともに、利用者の
満足度の高いサービスを目指し、更なる機能的で快適な読書環境にしま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

図書館管理運営事業

事業名 重点戦略

図書貸出事業

事業目的 事業概要

令和8年度 30,667 千円

令和9年度 30,667 千円

令和10年度 30,667 千円

8,800 千円

子育て世代をはじめ利用者が安心して本と触れ合える環境づくりと、利
用者目線での図書館活動及び読書活動を推進します。

利用者のニーズに合わせた蔵書の充実、読み聞かせ及びイベントの開催
により、図書館に積極的に足を運び、より図書館利用の促進を図りま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 8,800 千円

令和9年度 8,800 千円

令和10年度
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（４）関連施設の計画的な改修・設備修繕

担当課 生涯学習課

事業名 重点戦略

社会教育関連施設管理運営事業

事業目的 事業概要

1,800 千円

各社会教育関連施設の安全で快適な学習環境の提供を目的とします。 安全で快適な学習環境を提供するため計画的な施設改修・修繕を図りま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 8,047 千円

令和9年度 1,800 千円

令和10年度
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基本目標３

施策目標３

 ●目指すべきまちの姿

誰もが気軽にスポーツや運動に楽しく接することができる環境が整ったまち

 ●主要施策

(1) スポーツ推進計画の策定・推進

(2) スポーツ団体の育成・支援

(3) スポーツ施設の整備・充実

(4) スポーツ振興施策の充実

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) 市スポーツ協会加入者数 人 1,850 3,000

(3) 屋内運動施設年間利用者数 人 170,394 300,000

(3) 屋外運動施設年間利用者数 人 133,518 200,000

(4)
スポーツ推進委員等主催スポーツ行事・講習会年
間参加者数

人 175 1,000

(4) 市スポーツ協会等主催スポーツ大会年間参加者数 人 1,941 3,500

(4) 市スポーツ協会等主催スポーツ教室年間参加者数 人 4,754 5,700
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（２）スポーツ団体の育成・支援

担当課 生涯学習課

（３）スポーツ施設の整備・充実

担当課 生涯学習課

（４）スポーツ振興施策の充実

担当課 生涯学習課

事業目的 事業概要

スポーツ活動補助事業

各種スポーツ団体の更なるスポーツ活動の推進を目的とします。 各スポーツ団体（スポーツ協会、スポーツ少年団等）の活動への支援と
して、補助金の交付を行います。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 2,600 千円

令和9年度 2,600 千円

令和10年度 2,600 千円

事業目的 事業概要

市民が安全・安心に施設を利用できるよう、スポーツ施設の環境を整備
します。

既存施設の利用実態や老朽化の状況等を確認し、安心して利用できるよ
う施設環境を整備充実します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

スポーツ施設・設備整備事業

事業名 重点戦略

スポーツ大会・教室開催事業

事業目的 事業概要

令和8年度 38,912 千円

令和9年度 34,106 千円

令和10年度 34,106 千円

4,695 千円

スポーツを通して、競い合うことの喜びや参加者相互の交流の場を提供
することを目的とします。

誰でも目的や体力に応じて気軽にスポーツ活動へ参加できるよう、各種
スポーツ団体と連携し、スポーツ活動の機会を提供します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 4,695 千円

令和9年度 4,695 千円

令和10年度
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基本目標３

施策目標４

 ●目指すべきまちの姿

市の歴史文化を発信する拠点として、歴史民俗資料館が有効に利用され、歴史文化に対する関心
と地域への理解が深まるまち

 ●主要施策

(1) 文化芸術団体、指導者の育成

(2) 文化財の保存活用

(3) 歴史民俗資料館の有効活用

(4) 本市出身の文化人の顕彰

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 市文化協会登録部員数 人 461 640

(1) 市文化協会登録団体数 団体 33 45

(2) 伝承活動奨励補助事業の実績数 地区 13 45

(3)
歴史民俗資料館入館者数
(直近５年間の平均値)

人 10,713 20,000

(4)
文化人の普及に関する事業開催数
(展示会、講座、見学会等)

回 7 10
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（１）文化芸術団体、指導者の育成

担当課 生涯学習課

（２）文化財の保存活用

担当課 まちなか交流課

（３）歴史民俗資料館の有効活用

担当課 まちなか交流課

事業目的 事業概要

文化・芸術活動補助事業

市民主体の文化芸術活動の活性化を促進するため、団体の育成、指導者
の確保を図ります。

生涯学習講座への講師派遣の依頼や発表機会の提供、活動費の補助など
市文化協会の活動支援を促進します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,800 千円

令和9年度 1,800 千円

令和10年度 1,800 千円

事業目的 事業概要

市内各地域に伝わる芸能（無形文化財）の保存と伝承を推進し、地域の
活動を活性化することを目的とします。

各地区で行われる伝承活動に対し、１地区８万円を上限に助成するとと
もに、文化財保存会との協働により伝承活動を推進します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

無形文化財伝承活動奨励補助事業

事業名 重点戦略

企画展等開催事業

事業目的 事業概要

令和8年度 4,060 千円

令和9年度 4,060 千円

令和10年度 4,060 千円

299 千円

弥富市の歴史等への理解を深めるとともに市のＰＲを行うため、リピー
ター確保の観点から有効である企画展を開催します。

資料館活動で蓄積された資料をもとに、弥富市に関する様々なテーマで
年間２回～３回の企画展を開催します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 299 千円

令和9年度 299 千円

令和10年度
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（４）本市出身の文化人の顕彰

担当課 まちなか交流課

事業名 重点戦略

文化人情報発信事業

事業目的 事業概要

80 千円

市出身の文化人について、資料収集や調査研究を進めるとともに、市内
外に情報発信を行うことにより、市内外の方へ弥富市の歴史や著名な文
化人について理解を深めていただき、次世代へ受け継ぐことを目的とし
ます。

市民団体との協働により、資料所在情報等の調査結果を共有し、資料収
集と調査研究を進めるとともに、資料館活動を通して、さまざまな情報
発信の機会を活用し普及活動を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 80 千円

令和9年度 80 千円

令和10年度
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基本目標３

施策目標５

 ●目指すべきまちの姿

未来を担う子どもたちの健やかな成長を見守る体制が整ったまち

 ●主要施策

(1) 青少年健全育成体制の充実

(2) キャリア教育の促進・充実

(3) 青少年の体験・交流活動等の促進

(4) 地域・学校・家庭等の連携

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) 職場体験受入れ事業所数 事業所 15 100

(3) 交流社会活動を実施する青少年を含む団体数 団体 5 9

(4) 親子参加型の体験学習講座等参加人数 人 284 600
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（２）キャリア教育の促進・充実

担当課 学校教育課

（３）青少年の体験・交流活動等の促進

担当課 生涯学習課

（４）地域・学校・家庭等の連携

担当課 生涯学習課

事業目的 事業概要

職場体験学習事業

市内２中学校の２年生全員を対象に、地元企業の協力を得て、各事業所
において職場体験をすることで、各生徒に望ましい職業観を養うことを
目的とします。

愛知県教育委員会委嘱事業「魅力ある愛知キャリア教育プロジェクト」
の一貫として、各校に対し、クラス数に応じた事業費を交付します。生
徒は、職業観を養うために社会人としての心構えを聞いたり、各事業所
で職場体験を行ったりする活動を通じて、仕事に対するやりがいや責任
等を学び、活動後に各自の活動を振り返って内容をポートフォリオにま
とめます。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 65 千円

令和9年度 65 千円

令和10年度 65 千円

事業目的 事業概要

青少年が様々な体験活動や交流機会を通じて豊かな人間性を育み、郷土
に親しむことで、地域の担い手として健全に育成されることを目的とし
ます。

郷土や地域について学ぶ講座を開催するなど、青少年に体験活動や発表
の機会を与えられるような事業を開催します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

郷土学習や体験・交流活動等の活動支援

事業名 重点戦略

親子参加型体験学習事業

事業目的 事業概要

令和8年度 16 千円

令和9年度 16 千円

令和10年度 16 千円

16 千円

親子で様々な体験活動や交流機会を通じて豊かな人間性を育むこと目的
とします。

親子参加型体験学習講座を企画し、開催します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 16 千円

令和9年度 16 千円

令和10年度

重点戦略１

方向性２
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担当課 生涯学習課

事業名 重点戦略

放課後の居場所づくり推進事業

事業目的 事業概要

0 千円

子どもたちのスポーツ・文化芸術活動に親しむ機会を将来にわたって確
保することを目的とします。

部活動の地域展開など放課後の子どもの居場所づくりを地域・学校等関
係機関と連携・協働して推進します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性３
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基本目標４

施策目標１

 ●目指すべきまちの姿

効率的で安定的な経営改善が進み、魅力とやりがいのある「農水産業」が営まれるまち

 ●主要施策

(1) 多様な担い手の育成・確保

(2) 農業生産基盤の充実、農産物の生産性の向上、高品質化の促進

(3) 環境保全型農業の促進

(4) 農業分野の多様な取組

(5) 内水面養殖漁業の振興

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 担い手への農地の利用集積面積 ha 774 1,000

(2) 農業用管水路の整備延長 km 83.7 130.0

(2)
経営発展・効率化に必要な農業用機械・施設の導
入に対する補助件数(累積)

件 9 15

(3) 環境保全効果の高い営農活動実施面積 ha 74 85

(4) 地産地消ＰＲ件数 件 4 5

(4) 各種団体による即売会件数 件 4 9

(4) ６次産業化への取組件数 件 1 2
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（１）多様な担い手の育成・確保

担当課 産業振興課

（２）農業生産基盤の充実、農産物の生産性の向上、高品質化の促進

担当課 産業振興課

担当課 産業振興課

事業目的 事業概要

機構集積協力交付金事業

農地利用集積の促進により、耕作放棄地の発生を防ぎ、意欲と能力のあ
る営農組織の育成・確保を図ります。

農地中間管理機構へ農地を貸し出す出し手のうち、要件の合う出し手に
対して協力金を支払います。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 2,300 千円

令和9年度 2,300 千円

令和10年度 2,300 千円

事業目的 事業概要

排水路整備をすることで、水田地帯の安定的な排水機能を確保し、汎用
水田の拡大、生産性の向上、維持管理に係る労力の低減を図るととも
に、水田主体の担い手農家の農地集積を促進することにより農業経営の
安定化を図ります。

施工後50年以上経過した排水施設の整備を実施することにより、安定的
な排水機能を確保します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

県営経営体育成基盤整備事業

事業名 重点戦略

県営特定農業用管水路特別対策事業（地盤沈下対策事業（用水路事業
分）含む）

事業目的 事業概要

令和8年度 11,180 千円

令和9年度 19,350 千円

令和10年度 19,350 千円

55,963 千円

石綿を含有する農業用水管（石綿セメント管等）の除去・更新を行うこ
とにより、石綿に起因する健康障害等の影響を未然に防止します。
また、地盤沈下の影響による開水路の不等沈下による流下能力の低下等
の対策として、用水路や揚水機場の更新・補修を行い、農業経営の安定
を図ります。

愛知県が実施する石綿を含有する農業用水管の除去・更新及び地盤沈下
の影響等により流下能力の低下した用水路や揚水機場の更新・補修につ
いて、その事業費の一部を負担します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 11,504 千円

令和9年度 45,725 千円

令和10年度
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担当課 産業振興課

担当課 産業振興課

（３）環境保全型農業の促進

担当課 産業振興課

事業名 重点戦略

多面的機能支払交付金事業

事業目的 事業概要

134,740 千円

事業名 重点戦略

経営体育成支援事業

事業目的 事業概要

農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮を図るため、地域活動組織
が実施する共同活動に対し支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推
進します。

地域活動組織が共同で実施する水路や農道等の保全管理活動等に対し
て、地域の農地面積に応じて活動費用を補助します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 134,740 千円

令和9年度 134,740 千円

令和10年度

30,045 千円

事業名 重点戦略

環境保全型農業直接支払補助事業

事業目的 事業概要

国、県、関係機関等との連携のもと、指導・支援体制の強化を図り、効
率的な生産技術の導入や作付けの集団化、機械・施設の導入により、生
産性向上や高品質化、特産品開発を促進します。

効率的な生産や作付けの集団化を目的とし、高性能機械や施設を導入・
更新する農業者及び農業団体に補助金を支払います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 30,045 千円

令和9年度 30,045 千円

令和10年度

2,520 千円

有機・減農薬栽培の促進や廃プラスチック類等の農業関連廃棄物の適正
処理・リサイクル等の実施により、食の安全・安心、消費者への信頼確
保、環境保全につなげます。

地球温暖化防止の観点から、農地土壌への炭素貯留に効果の高い堆肥を
施用する組織に補助金を支払います。また、生物多様性保全の観点か
ら、化学肥料・農薬を使用しない有機農業に取り組む組織に対し補助金
を支払います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 2,520 千円

令和9年度 2,520 千円

令和10年度
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（４）農業分野の多様な取組

担当課 産業振興課

担当課 産業振興課

（５）内水面養殖漁業の振興

担当課 まちなか交流課

事業名 重点戦略

地産地消促進事業

事業目的 事業概要

0 千円

事業名 重点戦略

６次産業化活動促進事業

事業目的 事業概要

学校給食や福祉施設などへの農産物供給体制の整備、市内商業施設との
連携、ＰＲ活動の強化等により地産地消を促進します。

地場産物の利用拡大と定着を目的として、生産現場と学校給食や福祉施
設などを結び付け、供給体制を確立します。また、市内商業施設と連携
し、即売会などを通じＰＲ活動の強化を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

0 千円

事業名 重点戦略

金魚関係団体活動助成事業

事業目的 事業概要

農業者の雇用・所得確保、集落定住社会の構築など、農業生産と加工・
販売の一体化や、地域の資源を活用する新規産業の創出など、６次産業
化の実現に向けた取り組みを推進します。

国、愛知県、関係機関等との連携のもと、指導・支援体制の強化を図
り、地域で収穫された農作物に対し生産・加工・販売を一体的に行う６
次産業化を推進します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

1,930 千円

全国的にも認知度の高い金魚の生産を持続することを目的とします。 弥富金魚漁業協同組合へ補助金を交付し、金魚の品質向上、生産向上及
び後継者育成などの取り組みを支援し、イベント等で金魚の魅力をPR、
情報発信することにより、金魚養殖の振興を図ります。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,930 千円

令和9年度 1,930 千円

令和10年度

重点戦略２

方向性３

重点戦略１

方向性１

重点戦略２

方向性３
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基本目標４

施策目標２

 ●目指すべきまちの姿

中小企業や小規模事業者の経営が安定・活性化し、企業立地や設備投資が進み、雇用の拡大と地
域経済の好況が続くまち

 ●主要施策

(1) 商工会の支援・強化

(2) 既存企業の活性化の促進

(3) 企業誘致の推進

(4) 農商工連携の推進

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) 制度融資利用件数 件 23 75

(2) 信用保証料補助金交付件数 件 18 65
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（１）商工会の支援・強化

担当課 産業振興課

（２）既存企業の活性化の促進

担当課 産業振興課

（３）企業誘致の推進

担当課 産業振興課

0 千円

安定した税収の確保・雇用の創出のため、新たな企業の誘致活動を行う
とともに、既存企業の事業の活性化を図ります。

優良で魅力ある企業の立地・事業の拡大を推進し、条件を満たした企業
に対し、設備投資の負担を軽減するため、土地を除く固定資産税を奨励
金として交付します。また、企業誘致をはじめとする各種産業振興施策
の推進を通じて、雇用機会の確保・充実を図ります。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

企業立地推進事業

事業目的 事業概要

令和8年度 44,500 千円

令和9年度 44,500 千円

令和10年度 44,500 千円

中小企業や小規模事業者の資金調達の円滑化のため、県と連携し、市
内・近隣の金融機関に原資を預託し、融資利便性の向上を図るととも
に、小規模企業等振興資金の借入者の保証料を助成することにより、資
金調達時の負担軽減及び経営の安定を図ります。

愛知県の融資制度である、小規模企業等振興資金の運用資金を愛知県と
連携し、金融機関に預託します。また、小規模事業等振興資金の融資時
に負担する信用保証料を補助金として交付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

中小企業事業資金融資事業

事業名 重点戦略

令和8年度 38,000 千円

令和9年度 38,000 千円

令和10年度 38,000 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

商工団体育成事業

商工会に対する助成を通して、商工業者の指導育成を促進し、経営業者
の経営の改善を目的とします。

弥富市商工会が実施する経営改善普及事業、地域振興事業、環境維持事
業に対して、補助や助成を行います。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

重点戦略１

方向性１

重点戦略１

方向性１

重点戦略１

方向性１
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担当課 都市整備課

0 千円

本市の活力醸成の核となる新たな産業用地を創出するため、および公共
施設跡地を有効活用するために、区域区分・用途地域の見直しや地区計
画を検討し、産業の振興や雇用の場の創出に資する土地利用を図りま
す。

愛知県企業庁による「弥富西末広地区」の工業用地開発に向けて協議を
行い、開発に係る道路拡幅の用地買収および整備を行います。
また、公共施設の跡地利用のため、地区計画の協議を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 75,200 千円

令和9年度 40,000 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

区域区分・用途地域見直し事業

事業目的 事業概要

重点戦略１

方向性１

重点戦略４

方向性３
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基本目標４

施策目標３

 ●目指すべきまちの姿

弥富市の魅力が県内外に発信され、多くの人が訪れる魅力あるまち

 ●主要施策

(1) 観光協会の支援

(2) 観光資源の充実・活用

(3) 観光ＰＲ活動の推進と広域観光体制の充実

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) 観光入込客数 千人 560 710
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（１）観光協会の支援

担当課 まちなか交流課

（２）観光資源の充実・活用

担当課 まちなか交流課

（３）観光ＰＲ活動の推進と広域観光体制の充実

担当課 まちなか交流課

2,645 千円

本市の観光需要の創出及び観光人口の拡大を図ることを目的とします。 YaToMi AQUAを観光施設として活用するとともに、様々な広報媒体等を通
じて市内観光のPRを行います。また、全国に誇る本市の特産品である
「金魚」を活用したイベントを市外で実施し、観光情報の発信をしてい
きます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 2,645 千円

令和9年度 2,645 千円

令和10年度

観光PR事業

事業目的 事業概要

令和8年度 27,827 千円

令和9年度 27,827 千円

令和10年度 27,827 千円

観光協会を中心にボランティア団体との連携により観光、地盤産業の振
興、特産物の推進を図ることを目的とします。

桜並木ライトアップ、やとみ桜まつりや、共催する海南こどもの国秋ま
つりなどのイベントを実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

市内イベント開催事業

事業名 重点戦略

令和8年度 3,766 千円

令和9年度 3,766 千円

令和10年度 3,766 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

観光協会補助事業

観光や地場産業の振興、特産物のPRを図ることを目的とします。 本市の観光振興を推進するため、観光協会が実施する各種取組を支援し
ます。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

重点戦略２

方向性３

重点戦略２

方向性３

重点戦略２

方向性１
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担当課 まちなか交流課

220 千円

観光圏を広域的に捉え互いの観光資源を活用し周遊性を高め、新たな観
光人口の流入に繋げることを目的とします。

近隣市町村や木曽三川下流地区広域観光連携協議会等との連携により,そ
れぞれの特産品等のPR活動や情報共有を行うなど、広域的に交流を図り
ます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 220 千円

令和9年度 220 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

広域観光体制充実等事業

事業目的 事業概要

重点戦略２

方向性１
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基本目標４

施策目標４

 ●目指すべきまちの姿

安定した雇用が確保され、快適に働くことができ、安全な消費生活が営まれるまち

 ●主要施策

(1) 雇用機会の確保と雇用の促進

(2) 勤労者福祉の充実

(3) 消費生活相談の充実

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) ファミリーフレンドリー企業登録数 件 8 12

(3) 消費生活相談件数 件 158 170
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（１）雇用機会の確保と雇用の促進

担当課 産業振興課

担当課 産業振興課

（２）勤労者福祉の充実

担当課 産業振興課

0 千円

事業所への啓発等により、労働条件の向上や育児休業制度・介護休業制
度の一層の普及など、働きやすい環境づくりの促進を目的とします。

市広報誌や市ホームページ等を活用し、情報提供や啓発活動を行いま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

「ファミリーフレンドリー企業制度」・「あいちっこ家庭教育応援企
業」等普及事業

事業目的 事業概要

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度 0 千円

県、関係機関等と連携のもと、女性、高齢者、障がい者、外国人等に関
わらず、就職先を求めている方に求人情報を提供することを目的としま
す。

市広報誌や市ホームページ等を活用し、情報提供を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

就職相談・情報提供事業

事業名 重点戦略

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度 0 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

企業立地推進事業（再掲）

安定した税収の確保・雇用の創出のため、新たな企業の誘致活動を行う
とともに、既存企業の事業の活性化を図ります。

優良で魅力ある企業の立地・事業の拡大を推進し、条件を満たした企業
に対し、設備投資の負担を軽減するため、土地を除く固定資産税を奨励
金として交付します。また、企業誘致をはじめとする各種産業振興施策
の推進を通じて、雇用機会の確保・充実を図ります。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

重点戦略１

方向性１

重点戦略１

方向性２

重点戦略１

方向性２

重点戦略３

方向性１
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（３）消費生活相談の充実

担当課 産業振興課

3,483 千円

海部地域消費生活センターを中心として、消費者トラブルを未然に防ぐ
ための情報提供や適切なアドバイスを行えるよう消費生活相談体制の充
実を図ります。

海部地域消費生活センターを中心とした消費者教育・啓発事業・消費生
活相談体制を充実させます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 3,483 千円

令和9年度 3,483 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

消費者行政事業

事業目的 事業概要
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基本目標５

施策目標１

 ●目指すべきまちの姿

強靱で信頼できる水道により安全で安心なおいしい水が供給され、また、下水道の整備と普及に
より衛生的な生活環境が確保されたまち

 ●主要施策

(1) 公共下水道事業の推進

(2) 農業集落排水施設等の適正管理

(3) 下水道事業の健全運営

(4) 水道施設の整備

(5) 水道事業の健全運営

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 汚水処理人口普及率 % 81.4 93.2

(1) 公共下水道整備率 % 68.1 94.2

(2) 農業集落排水機能強化工事更新数(累計) 施設 2 5

(3) 経常収支比率 % 103.24 104

(4) 配水池の耐震化率 % 30.7 36.6

(4) 上水道老朽管(塩化ビニル管)の改修率 % 51.1 100.0
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（１）公共下水道事業の推進

担当課 下水道課

（２）農業集落排水施設等の適正管理

担当課 下水道課

担当課 下水道課

16,022 千円

生活環境基盤の整備及び排水路その他公共用水域の水質保全を図り、楽
荘団地の環境衛生の改善を図ることを目的とします。

楽荘浄化センターの保守点検、浄化槽点検、水質検査等を適時実施し、
施設の老朽化に備えて適正な維持管理を図ります。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 16,022 千円

令和9年度 16,022 千円

令和10年度

コミュニティ・プラント管理事業

事業目的 事業概要

令和8年度 296,308 千円

令和9年度 296,308 千円

令和10年度 296,308 千円

生活環境基盤の整備及び農業用排水路その他公共用水域の水質保全を図
り、受益地の環境衛生の改善を図ることを目的とします。

農業集落排水施設は老朽化に備えて、長寿命化に向けて個別施設計画
（最適化構想）を策定し、適正な維持管理を図るとともに、未接続箇所
の個別訪問等を行い接続を推進します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

農業集落排水施設管理事業

事業名 重点戦略

令和8年度 971,682 千円

令和9年度 971,682 千円

令和10年度 971,682 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

公共下水道施設建設事業

公共下水道の整備を図り、都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与
し、あわせて公共用水域の水質の保全に資することを目的とします。

市街化区域を対象に公共下水道を整備します。整備予定箇所としては、
佐古木、五之三地区等を予定しています。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費
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（３）下水道事業の健全運営

担当課 下水道課

担当課 下水道課

0 千円

下水道事業を将来にわたり、健全かつ安定的な事業運営を行うために、
一般会計からの繰入金に依存することなく、経費の節減と適切な使用料
への改定を検討することを目的とします。

令和６年度の経営戦略の改定において、一般会計からの繰入金の必要見
込み額が出たため、広域化・共同化等による経費の節減、使用料収入増
加のために、使用料の改定を検討する必要があります。ついては、使用
料改定を検討するための審議会を立ち上げ、有識者や使用者から答申を
受けます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 6,677 千円

令和9年度 3,080 千円

令和10年度

2,090 千円

事業名 重点戦略

下水道等使用料改定検討事業

事業目的 事業概要

公共下水道事業及び農業集落排水事業について、将来にわたり健全かつ
安定的な事業運営を継続していくことを目的とします。

下水道事業経営の現状分析と課題把握、投資財政計画の策定、収入改善
に係る取組の検討、支出抑制に係る取組の検討を行い、中長期的な経営
の基本戦略である経営戦略を定期的に改定し、監査法人の助言を受けて
適切に会計管理運営を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 2,090 千円

令和9年度 2,090 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

公営企業会計管理運営事業

事業目的 事業概要
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基本目標５

施策目標２

 ●目指すべきまちの姿

国道や県道、市道を中心にした道路ネットワークが充実し、鉄道やコミュニティバス等の公共交
通の利用も進み、便利で安全・快適な移動手段が確保されたまち

 ●主要施策

(1) 都市計画道路の整備

(2) 都市計画道路の見直し

(3) 公共交通の利便性向上＜再掲＞

(4) 地域高規格道路の整備促進

(5) 国・県道の整備促進

(6) 市道の整備

(7) 橋りょうの維持管理

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 都市計画道路改良率 % 48.4 49.4

(6) 市道改良率 % 47.9 48.3

(6) 市道舗装率 % 93.7 93.9

(7) 橋りょう修繕箇所(累計) 橋 19 24
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（１）都市計画道路の整備

担当課 土木課

（３）公共交通の利便性向上＜再掲＞

担当課 市民協働課

（６）市道の整備

担当課 土木課

事業目的 事業概要

街路改良事業

都市計画道路の整備を計画的、効率的に進めることにより、自動車交通
の円滑化及び歩行者の安全確保を図ります。

都市計画道路穂波通線の今後の整備は、車新田地区土地区画整理事業で
進める予定でしたが、道路事業で進める方針となりました。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度 0 千円

事業目的 事業概要

通学・通勤から通院や買い物など、市民生活利便性の向上、高齢者を始
めとする交通弱者の移動手段を確保することを目的とします。

市民の通学・通勤・通院・買い物などの移動手段の確保と公共交通空白
地域の解消を目的として、公共交通の再編を進める中で、需要に応じた
効率的で持続可能な地域公共交通ネットワークを構築するため、北部・
南部の２ルートでコミュニティバスを運行し、市内全域でAIオンデマン
ド交通の実証実験を継続する。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

コミュニティバス運行事業（再掲）

事業名 重点戦略

道路改良事業 ・ 道路維持事業（再掲）

事業目的 事業概要

令和8年度 121,000 千円

令和9年度 121,000 千円

令和10年度 121,000 千円

484,000 千円

安全で快適な道路環境を整え、老朽化した道路施設を計画的かつ効率的
に維持管理することにより市民生活の利便性の向上を図ります。

交付金を活用し、法指定された危険な踏切への歩道整備や長寿命化修繕
計画に沿った舗装の修繕を行います。また、狭小道路の拡幅整備や緊急
性の高い劣化した舗装の補修を行います。
・ＪＲ鎌倉踏切・鎌倉308号線の歩道設置
・修繕計画に基づく舗装修繕
・板柵整備、側溝整備、舗装整備
・道路維持管理

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 271,500 千円

令和9年度 784,000 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性３
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（７）橋りょうの維持管理

担当課 土木課

事業名 重点戦略

橋りょう整備事業

事業目的 事業概要

43,000 千円

橋りょう整備を行うことで、日常的に安全・安心に通行できることを目
的とします。

定期点検結果において、早期に修繕が必要と診断された橋りょうについ
て、修繕の優先順位を定めて弥富市橋梁長寿命化修繕計画及び弥富市橋
梁個別施設計画に基づき、計画的な修繕・補強を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 56,850 千円

令和9年度 54,000 千円

令和10年度
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基本目標５

施策目標３

 ●目指すべきまちの姿

浸水等の被害を最小限にとどめるため、河川堤防等の強化や排水路整備等の雨水対策が整うまち

 ●主要施策

(1) 市街地排水路の維持整備

(2) 基幹排水施設の整備・更新

(3) 緊急時避難場所の確保

(4) 海岸堤防や河川堤防の整備

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2)
県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備
延長＜再掲＞

km 4.7 9.5

(3) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数＜再掲＞ か所 58 75
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（１）市街地排水路の維持整備

担当課 下水道課

（２）基幹排水施設の整備・更新

担当課 産業振興課

担当課 産業振興課

24,000 千円

流域開発による流出量の増大や、地盤沈下等の立地条件の変化により、
排水条件の悪化した地域を対象に、農地や農業用施設等の湛水被害を未
然に防止するため、排水機場の整備を行うことを目的とします。

愛知県が実施する排水機場の整備事業について、事業費の一部を負担し
ます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,600 千円

令和9年度 24,000 千円

令和10年度

県営湛水防除事業（再掲）

事業目的 事業概要

令和8年度 18,000 千円

令和9年度 54,000 千円

令和10年度 39,000 千円

地盤沈下に起因して生じた農地や農業用施設の効用の低下を従前の状態
に回復するため、農業用用排水施設の改修を行うことを目的とします。

愛知県が実施する農業用用排水施設の整備事業について、事業費の一部
を負担します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

県営地盤沈下対策事業（排水路事業分）（再掲）

事業名 重点戦略

令和8年度 47,215 千円

令和9年度 47,215 千円

令和10年度 47,215 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

排水路管理事業（再掲）

市街地排水路の計画的な整備及び適正な管理の実施により、生活環境の
悪化及び浸水被害の防止、軽減を図ります。

地区からの申請等に基づき、優先順位を定め、排水路の整備、修繕及び
浚渫等を実施します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

重点戦略４

方向性１
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担当課 産業振興課

（３）緊急時避難場所の確保

担当課 防災課

750 千円

浸水時に避難できる緊急避難場所の確保を図ります。 公共施設のほか、民間等が所有する基準を満たした堅牢な建物を緊急時
避難場所として指定するとともに、自治会と民間企業等との災害協定の
締結を支援します。また、東名阪自動車道弥富インターチェンジに緊急
時避難場所を整備するため、設計業務を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 21,475 千円

令和9年度 750 千円

令和10年度

41,328 千円

事業名 重点戦略

緊急時避難場所確保事業（再掲）

事業目的 事業概要

土地改良区が所有する土地改良施設（排水機場）の維持管理に対し、農
家負担の軽減を図ります。

土地改良区が所有する土地改良施設（排水機場）の適正な維持管理のた
め、事業費の一部を負担します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 41,328 千円

令和9年度 41,328 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

排水機維持管理事業（再掲）

事業目的 事業概要

重点戦略４

方向性１
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基本目標５

施策目標４

 ●目指すべきまちの姿

生活拠点の整備や集約的な都市構造への転換が進み、便利で快適な生活が維持されたまち

 ●主要施策

(1) コンパクトなまちづくりの推進

(2) 市街地の計画的整備

(3) 市街地緑地の保全

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 市街化区域面積 ha 1,110 1,150

(2) 市街化区域面積＜再掲＞ ha 1,110 1,150

(3) 生産緑地面積 ha 2.9 3.7
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（１）コンパクトなまちづくりの推進

担当課 都市整備課

担当課 都市整備課

担当課 都市整備課

5,000 千円

今後の人口減少に対応するため、都市の機能が集約された利便性の高い
コンパクトなまちづくりを目指すこととしており、鉄道駅から徒歩圏内
にある当地区の立地ポテンシャルを活かした土地利用を図ります。

土地区画整理事業に必要となる都市計画図書等の作成および土地所有者
との合意形成を図り、事業認可・組合設立に向け事業化検討パートナー
との協議を進めます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 5,000 千円

令和9年度 5,000 千円

令和10年度

車新田地区土地区画整理事業

事業目的 事業概要

令和8年度 5,000 千円

令和9年度 5,000 千円

令和10年度 5,000 千円

近年の人口減少や超高齢化社会に対応するため、人口密度の維持、公共
交通によるネットワークの確保、日常生活に不可欠な生活サービスの享
受を継続的に図れるように集約型都市構造の構築に向けた取り組みを推
進します。

ＪＲと近鉄に挟まれた弥富駅周辺のまちづくりに関する関係機関協議お
よび土地所有者との合意形成を図り、土地区画整理に必要となる都市計
画図書等を作成します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

弥富駅周辺地区まちづくり事業

事業名 重点戦略

令和8年度 735,930 千円

令和9年度 935,490 千円

令和10年度 1,796,280 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

ＪＲ・名鉄弥富駅自由通路及び橋上駅舎化事業・弥富駅北口交通広場等
整備事業

ＪＲ・名鉄弥富駅において、自由通路を整備し、鉄道による交通分断を
解消するとともに、南北地区の連携強化を図ります。
また、交通広場を整備し、交通結節点の機能を強化することで、危険な
踏切の交通量低減を図る。

ＪＲ・名鉄弥富駅自由通路整備に伴い支障となる駅舎を、ＪＲは橋上駅
舎、名鉄は地平駅舎として移設します。また、自由通路の南北に交通広
場を整備します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

重点戦略２

方向性２

重点戦略４

方向性３

重点戦略２

方向性２

重点戦略４

方向性３

重点戦略２

方向性２

重点戦略４

方向性３
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担当課 都市整備課

（２）市街地の計画的整備

担当課 都市整備課

担当課 都市整備課

5,000 千円

近年の人口減少や超高齢化社会に対応するため、人口密度の維持、公共
交通によるネットワークの確保、日常生活に不可欠な生活サービスの享
受を継続的に図れるように集約型都市構造の構築に向けた取り組みを推
進します。

ＪＲと近鉄に挟まれた弥富駅周辺のまちづくりに関する関係機関協議お
よび土地所有者との合意形成を図り、土地区画整理に必要となる都市計
画図書等を作成します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 5,000 千円

令和9年度 5,000 千円

令和10年度

1,796,280 千円

事業名 重点戦略

弥富駅周辺地区まちづくり事業（再掲）

事業目的 事業概要

ＪＲ・名鉄弥富駅において、自由通路を整備し、鉄道による交通分断を
解消するとともに、南北地区の連携強化を図ります。
また、交通広場を整備し、交通結節点の機能を強化することで、危険な
踏切の交通量低減を図る。

ＪＲ・名鉄弥富駅自由通路整備に伴い支障となる駅舎を、ＪＲは橋上駅
舎、名鉄は地平駅舎として移設します。また、自由通路の南北に交通広
場を整備します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 735,930 千円

令和9年度 935,490 千円

令和10年度

0 千円

事業名 重点戦略

ＪＲ・名鉄弥富駅自由通路及び橋上駅舎化事業・弥富駅北口交通広場等
整備事業（再掲）

事業目的 事業概要

本市の活力醸成の核となる新たな産業用地を創出するため、および公共
施設跡地を有効活用するために、区域区分・用途地域の見直しや地区計
画を検討し、産業の振興や雇用の場の創出に資する土地利用を図りま
す。

愛知県企業庁による「弥富西末広地区」の工業用地開発に向けて協議を
行い、開発に係る道路拡幅の用地買収および整備を行います。
また、公共施設の跡地利用のため、地区計画の協議を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 75,200 千円

令和9年度 40,000 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

区域区分・用途地域見直し事業（再掲）

事業目的 事業概要

重点戦略４

方向性３

重点戦略２

方向性２

重点戦略４

方向性３

重点戦略２

方向性２

重点戦略４

方向性３
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担当課 都市整備課

担当課 都市整備課

（３）市街地緑地の保全

担当課 都市整備課

0 千円

市街化区域内の緑地の計画的な保全を図ることを目的とします。 市街化区域内農地について、多面的な機能を考慮し、生産緑地の保全を
図ります。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

0 千円

事業名 重点戦略

生産緑地保全事業

事業目的 事業概要

本市の活力醸成の核となる新たな産業用地を創出するため、および公共
施設跡地を有効活用するために、区域区分・用途地域の見直しや地区計
画を検討し、産業の振興や雇用の場の創出に資する土地利用を図りま
す。

愛知県企業庁による「弥富西末広地区」の工業用地開発に向けて協議を
行い、開発に係る道路拡幅の用地買収および整備を行います。
また、公共施設の跡地利用のため、地区計画の協議を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 75,200 千円

令和9年度 40,000 千円

令和10年度

5,000 千円

事業名 重点戦略

区域区分・用途地域見直し事業（再掲）

事業目的 事業概要

今後の人口減少に対応するため、都市の機能が集約された利便性の高い
コンパクトなまちづくりを目指すこととしており、鉄道駅から徒歩圏内
にある当地区の立地ポテンシャルを活かした土地利用を図ります。

土地区画整理事業に必要となる都市計画図書等の作成および土地所有者
との合意形成を図り、事業認可・組合設立に向け事業化検討パートナー
との協議を進めます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 5,000 千円

令和9年度 5,000 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

車新田地区土地区画整理事業（再掲）

事業目的 事業概要

重点戦略２

方向性２

重点戦略４

方向性３

重点戦略１

方向性１

重点戦略４

方向性３
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基本目標５

施策目標５

 ●目指すべきまちの姿

公園・緑地の緑と自然の水辺にふれあえ、憩いとうるおいのある生活環境が整ったまち

 ●主要施策

(1) 公園・緑地整備に関する指針の策定

(2) 公園・緑地の整備・保全

(3) 親水空間の整備・保全

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) １人当たり都市公園面積 ㎡/人 2.9 3.1

(2) 長寿命化計画に基づく都市公園の施設整備 施設 13 27

(3) 三ツ又池公園の水生植物園の再生 か所 0 1

(3) 三ツ又池公園の芝桜の植栽面積 ㎡ 11,204 17,000
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（１）公園・緑地整備に関する指針の策定

担当課 都市整備課

（２）公園・緑地の整備・保全

担当課 都市整備課

（３）親水空間の整備・保全

担当課 産業振興課

5,000 千円

農業水利施設の有する水辺空間を利活用し、豊かで潤いのある快適な生
活環境を整備するため、農業水利施設の保全管理又は整備事業を実施す
るとともに、現在の水生植物園を整備し植物の再生を行うことを目的と
します。

県が実施する農業水利施設の保全管理又は整備事業について、事業費の
一部を負担します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 5,000 千円

令和9年度 5,000 千円

令和10年度

県営水環境整備事業

事業目的 事業概要

令和8年度 52,930 千円

令和9年度 55,436 千円

令和10年度 58,067 千円

安全、快適に利用できるよう、常に公園施設を適正に管理することを目
的とします。

公園遊具の安全点検、除草等の公園管理を実施します。また、弥富市公
園施設長寿命化計画(平成29年策定)に基づき、令和９年度までの10か年
計画で、対象20公園のうち14公園の設備・遊具の改修保全を実施しま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

公園管理事業

事業名 重点戦略

令和8年度 0 千円

令和9年度 8,547 千円

令和10年度 6,908 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

緑の基本計画策定事業

市内全域における緑地保全と緑化推進に関する施策や取り組みを総合
的・計画的に展開することを目的とします。

公園・緑地の整備及び緑化を総合的・計画的に進めるため、その指針と
なる緑の基本計画を令和10年度策定を目標に進めます。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費
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担当課 産業振興課

3,472 千円

三ツ又池公園において、快適な公園環境の維持管理を目的として、植樹
用の苗購入や植樹箇所の整地整備を行うことを目的とします。

市民参加による緑化活動を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 3,472 千円

令和9年度 3,472 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

あいち森と緑づくり都市緑化推進事業

事業目的 事業概要
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基本目標５

施策目標６

 ●目指すべきまちの姿

鉄道駅周辺地区における便利で快適な宅地が供給され、誰もが安全・安心に暮らせるまち

 ●主要施策

(1) 良好な住宅・宅地の供給促進

(2) 建築物の耐震診断及び改修の支援

(3) 空家対策の推進、空家等の活用

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2)
民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数＜再
掲＞

戸 27 65

(3) 一戸建ての空家数 件 381 315
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（１）良好な住宅・宅地の供給促進

担当課 都市整備課

担当課 都市整備課

（２）建築物の耐震診断及び改修の支援

担当課 都市整備課

3,348 千円

昭和56年5月31日以前に建築された耐震性の低い住宅の耐震診断、耐震改
修を促進することにより、大規模地震発生時における住宅被害を最小限
に抑えることを目的とします。

木造住宅の耐震性を向上させるため、市が行う耐震診断の結果が1.0未満
と診断された者が、1.0以上にする耐震改修工事を行った者に対し、改修
工事費の１件最大115万円を限度とした補助金を交付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 3,348 千円

令和9年度 3,348 千円

令和10年度

民間木造住宅耐震改修費補助事業（再掲）

事業目的 事業概要

令和8年度 5,000 千円

令和9年度 5,000 千円

令和10年度 5,000 千円

近年の人口減少や超高齢化社会に対応するため、人口密度の維持、公共
交通によるネットワークの確保、日常生活に不可欠な生活サービスの享
受を継続的に図れるように集約型都市構造の構築に向けた取り組みを推
進します。

ＪＲと近鉄に挟まれた弥富駅周辺のまちづくりに関する関係機関協議お
よび土地所有者との合意形成を図り、土地区画整理に必要となる都市計
画図書等を作成します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

弥富駅周辺地区まちづくり事業（再掲）

事業名 重点戦略

令和8年度 5,000 千円

令和9年度 5,000 千円

令和10年度 5,000 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

車新田地区土地区画整理事業（再掲）

今後の人口減少に対応するため、都市の機能が集約された利便性の高い
コンパクトなまちづくりを目指すこととしており、鉄道駅から徒歩圏内
にある当地区の立地ポテンシャルを活かした土地利用を図ります。

土地区画整理事業に必要となる都市計画図書等の作成および土地所有者
との合意形成を図り、事業認可・組合設立に向け事業化検討パートナー
との協議を進めます。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

重点戦略２

方向性２

重点戦略４

方向性３

重点戦略２

方向性２

重点戦略４

方向性３
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担当課 都市整備課

（３）空家対策の推進、空家等の活用

担当課 都市整備課

担当課 都市整備課

1,200 千円

倒壊又は建築材等の飛散のおそれのある危険な空家の除却を促進し、市
民生活の安全・安心の確保及び良好な生活環境を保全することを目的と
します。

不良住宅と判定された空家の除却に要した費用に対し、上限20万円を限
度とした補助金を交付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,200 千円

令和9年度 1,200 千円

令和10年度

42 千円

事業名 重点戦略

空家除却費補助事業

事業目的 事業概要

空家等に関する施策を計画的に推進することで、適切な管理のされてい
ない空家等の発生を抑制し、市民の安全で安心な生活環境を保全するこ
とを目的とします。

市内における空家等の状況を把握し、空き家バンク等の活用及び空家等
対策計画に基づき、所有者等による適正な管理と有効活用の促進を図り
ます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 42 千円

令和9年度 42 千円

令和10年度

500 千円

事業名 重点戦略

空家対策推進事業

事業目的 事業概要

道路等に面した倒壊または転倒のおそれのあるブロック塀等の撤去を促
進することにより、市民の安心・安全の確保を図ります。

道路等に面した転倒のおそれがあるブロック塀等を撤去した者に対し、
１件10万円を限度に補助金を交付します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 500 千円

令和9年度 500 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

ブロック塀等撤去費補助事業

事業目的 事業概要
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基本目標５

施策目標７

 ●目指すべきまちの姿

港湾地域機能の充実ととともに物流が活発化し、地域経済をけん引しているとともに、親水・交
流の空間として充実したまち

 ●主要施策

(1) 物流・産業拠点の形成促進

(2) 親水空間・交流空間の充実促進

(3) ポートアイランドへの対応

(4) 木曽岬干拓地の都市的土地利用の促進

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)
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基本目標６

施策目標１

 ●目指すべきまちの姿

効率的かつ効果的な行財政運営がなされ、良質な行政サービスが提供されるまち

 ●主要施策

(1) 効率的で健全な財政運営

(2) 公共施設・インフラの適正化

(3) 民間活力の効果的な活用

(4) 組織力の強化

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 市税収納率 % 95.8 96.4

(2) 公共建築物の延床面積縮減率 % 1.5 4.4

(4) 業務改善提案件数 件 0 25

(4) 職場外研修(専門研修)受講者数 人 52 110
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（１）効率的で健全な財政運営

担当課 企画政策課

担当課 収納課

担当課 0

事業目的 事業概要

施策評価及び実施計画事業評価事業

事業の目的を明確に整理し、実行し、それを評価、次の予算へ反映する
という、ＰＤＣＡサイクルを導入するだけでなく、職員の意識改革を目
指すことで徐々に業務改善へつなげていくことを目的とします。

各課が前年度に行った事務事業に対して、事務事業評価シートを使っ
て、事後評価を行います。内部評価に加え、外部評価も実施し、事務事
業評価を踏まえた部長による施策評価も実施します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度 0 千円

事業目的 事業概要

市税収入の確保を目的とします。 税の公平性を確保する観点から、差押え等の滞納処分を行う一方、納税
猶予等の納税緩和措置を講じるなど、滞納者個々の実情に応じた適正な
債権管理に努めるとともに、オンライン行政サービスとして電子納税を
活用し、ＤＸの取り組みを推進します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

滞納整理事業・納税推進事業

事業名 重点戦略

第３次総合計画策定事業

事業目的 事業概要

令和8年度 17,577 千円

令和9年度 17,577 千円

令和10年度 17,577 千円

9,548 千円

本市の最上位に位置付ける次期総合計画を策定することで、市の将来像
実現に向け様々な施策や事業を実施します。

本市の現状や将来の見通しを基礎とした、目指すべきまちの姿やまちづ
くりの方向性を定めるため、直近の社会情勢の変化や市民意向等を整
理・分析し、市民参画のもと、令和11年度から10年間の基本構想及び５
年間の前期基本計画を策定します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 3,652 千円

令和9年度 10,296 千円

令和10年度

重点戦略５

方向性１
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（２）公共施設・インフラの適正化

担当課 財政課

（３）民間活力の効果的な活用

担当課 企画政策課

（４）組織力の強化

担当課 企画政策課

事業名 重点戦略

公共施設マネジメント推進事業

事業目的 事業概要

100 千円

事業名 重点戦略

民間活力推進事業

事業目的 事業概要

人口減少、少子高齢化に対応した適正な公共施設のあり方を検討すると
ともに、一時に過度の財政負担を生じさせないために計画的に施設の統
廃合や長寿命化を図ります。

36年を期間とする施設の再配置計画と、公共施設ごとの個別施設計画の
策定を踏まえ、その遂行と定期的な進捗管理及び評価を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 100 千円

令和9年度 100 千円

令和10年度

0 千円

事業名 重点戦略

業務改善運動事業

事業目的 事業概要

多様化する住民ニーズに対して、より効果的かつ効率的に対応するた
め、民間事業者やその他の団体等のノウハウを導入することで、住民
サービスの向上、経費の削減を図ります。

指定管理者制度や民間の資金・ノウハウを活用したＰＰＰ/ＰＦＩの導入
などの公民連携、窓口業務などの外部委託など多様な見地から民間活力
の導入を検討します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

132 千円

職員の業務改善意識の向上及び職員間のコミュニケーションの増加を図
りながら、市民サービスの向上及び業務の効率化を図ることを木目的と
します。

業務上の課題を組織横断的に解決するために、課題解決手法の提案募集
を実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 132 千円

令和9年度 132 千円

令和10年度

重点戦略５

方向性２
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担当課 人事秘書課

事業名 重点戦略

職員研修事業

事業目的 事業概要

1,171 千円

職場内研修に加え、職場外研修の機会を職員に与え、そこで得られた知
識、経験を業務に活かすことを目的とします。

市単独で実施する内部研修、海部地区市町村職員研修協議会で実施する
階層別研修、愛知県市町村振興協会研修センターが実施する外部研修な
どを職員が受講できる環境を作ります。また、人材育成の観点から、自
主的な研修受講に加え、割当てによる受講にも取り組みます。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,171 千円

令和9年度 1,171 千円

令和10年度

重点戦略５

方向性２
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基本目標６

施策目標２

 ●目指すべきまちの姿

誰もが地域活動に積極的に参加し、多様な分野にわたって、共に活躍できるまち

 ●主要施策

(1) 多様な分野における市民参画・協働の促進

(2) 地域活動団体、ＮＰＯ等の育成・支援

(3) 地域活動団体等の活動拠点施設等の整備

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1)
市制施行20周年事業におけるホームページ及びＳ
ＮＳの閲覧件数

件 ― 200,000

(2) 市内ＮＰＯ法人数 団体 9 10

(2) 地域づくり補助金活用団体数 団体 26 48
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（１）多様な分野における市民参画・協働の促進

担当課 市民協働課

担当課 企画政策課

（２）地域活動団体、ＮＰＯ等の育成・支援

担当課 市民協働課

事業目的 事業概要

審議会等への市民参画

政策形成過程から市民の参画を得ることで、市民の視点に立った行政
サービスの展開及び市民の参画意識の向上を目的とします。

各種行政計画の策定、点検・評価、見直しに際し、委員公募やワーク
ショップなどにより市民参画・協働体制の充実を図ります。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度 0 千円

事業目的 事業概要

平成18年４月１日に本市が誕生し、令和８年で市制施行20周年を迎えま
す。節目となる20周年を契機に、先人たちの功績を称えるとともに、市
民がこのまちに誇りと愛着を持ち、本市の自然、歴史、文化等を次世代
に継承し、未来へと思いを繋げられるよう、事業を実施します。また、
本記念事業を通じて本市の魅力を市内外へ積極的に発信し、本市の更な
る発展・飛躍を目指します。

令和７年度は主に準備・啓発のための１年とし、令和８年４月からの１
年間、様々な記念事業を実施します。
・記念式典事業
・特別事業
・冠事業
（※事業費は各所管課計上分との重複あり。）

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

市制施行20周年記念事業

事業名 重点戦略

協働のまちづくり推進事業

事業目的 事業概要

令和8年度 18,354 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度 0 千円

1,800 千円

地域の団体において、課題解決に向けた活動を促すことや地域で公益的
な活動を行うボランティア団体やサークル等を支援することを目的とし
ます。

市民と市の協働のまちづくりを推進するため、地域づくりの担い手であ
る地域の団体等が地域において自主的かつ主体的に行う公益的なコミュ
ニティ活動事業に対し、その経費の一部を補助します。
　市民提案地域貢献コース　年額５万円
　行政提案課題解決コース　年額１０万円

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 1,800 千円

令和9年度 1,800 千円

令和10年度

重点戦略４

方向性２

重点戦略４

方向性２
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（３）地域活動団体等の活動拠点施設等の整備

担当課 まちなか交流課

事業名 重点戦略

まちなか交流館管理運営事業

事業目的 事業概要

7,843 千円

市の観光・文化の発信拠点として、また、地域の交流や学びの場として
より多くの方に訪れてもらうための魅力あふれる施設とすることを目的
とします。

令和８年５月に図書館、７月にはまちなか交流館全体のニューアルオー
プンにむけて整備を行います。また、10月には商工会が移転してくるこ
とから、移転後まちなか交流館全体の施設管理や運営を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 7,843 千円

令和9年度 7,843 千円

令和10年度
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基本目標６

施策目標３

 ●目指すべきまちの姿

誰もが互いの人権を尊重し、社会の様々な分野において、性別に関わりなく個性や能力を十分に
発揮できるまち

 ●主要施策

(1) 広報・啓発活動の推進と政策・方針の立案・決定等への男女共同参画の推進

(2) 結婚希望未婚者への支援

(3) 雇用分野における男女共同参画の促進とワーク・ライフ・バランスの推進

(4) 男女間の暴力の根絶に向けた取組の推進

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 審議会等への女性の登用率 % 32.16 40～60

(1) 市の女性管理職員数 人 2 5

(2) 婚活イベントへの参加者数 人 17 50

(3) 広報誌による啓発回数 回 6 6
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（１）広報・啓発活動の推進と政策・方針の立案・決定等への男女共同参画の推進

担当課 市民協働課

（２）結婚希望未婚者への支援

担当課 市民協働課

（３）雇用分野における男女共同参画の促進とワーク・ライフ・バランスの推進

担当課 市民協働課

事業目的 事業概要

男女共同参画推進事業

市民一人ひとりが性別や年齢に関わらず個人の人権が確立され、男女が
個性と能力を十分発揮し、ともに責任を担っていく男女共同参画社会実
現のため、意識啓発を目的とします。

広報誌や市のホームページを活用し、情報提供や啓発活動を行うととも
に、講演会等の開催を通じ、男女共同参画に関する意識啓発を行いま
す。また、各種審議会・団体等において、男女共同参画の視点に立って
活動できるリーダーの育成を行います。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 192 千円

令和9年度 192 千円

令和10年度 192 千円

事業目的 事業概要

未婚の男女に出会いの機会を提供し、結婚のきっかけづくりを行うとと
もに、社会全体で結婚を応援する機運の醸成を図ります。

弥富市社会福祉協議会との連携による結婚相談事業及び市主催の婚活
パーティーを開催します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

結婚活動支援事業

事業名 重点戦略

広報・啓発事業

事業目的 事業概要

令和8年度 342 千円

令和9年度 342 千円

令和10年度 342 千円

0 千円

効果的な広報啓発活動を進めていくことにより、市民が男女共同参画の
意識を高めることを目的とします。

女性の会や商工会等の関係機関と連携して男女雇用機会均等法や育児・
介護休業制度などの周知及び啓発を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

重点戦略３

方向性１

重点戦略１

方向性２
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基本目標６

施策目標４

 ●目指すべきまちの姿

差別や偏見について、一人ひとりが考えられる機会と場所が充実し、誰もがお互いに認め合い、
共に暮らせるまち

 ●主要施策

(1) 人権教育・啓発の推進

(2) 人権問題に関する相談体制の充実

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 人権啓発等関係記事の市広報誌への掲載回数 回 7 9
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（１）人権教育・啓発の推進

担当課 福祉課

事業目的 事業概要

人権擁護活動事業

いじめや差別、偏見をなくし、命の尊さや相手を思いやる心を持つこと
の大切さを早い段階から意識づけを行うことを目的とします。

市内の小学校・中学校の児童生徒に、人権に関する作品を募集し、展示
をすることにより、地域での人権教育及び啓発活動を推進します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 117 千円

令和9年度 117 千円

令和10年度 117 千円
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基本目標６

施策目標５

 ●目指すべきまちの姿

多様な主体との連携により、誰もが高度で多様な行政サービスが受けられるまち

 ●主要施策

(1) 広域行政の推進

(2) 大学や企業等との連携の推進

(3) 都市間連携の推進

(4) 外国人が暮らしやすい環境の整備

(5) 国際交流の推進

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) 公共施設の広域的な活用の件数 件 0 2

(2) 地域資源バンクの登録件数 件 ― 350

(3) 友好親善都市(国内)の連携件数 件 0 2

(4) プレスクール利用児童数＜再掲＞ 人 11 15
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（１）広域行政の推進

担当課 企画政策課

（２）大学や企業等との連携の推進

担当課 市民協働課

（３）都市間連携の推進

担当課 企画政策課

127 千円

各市町村がお互いの強みを活かし、資源を融通し合うなど、地域の枠を
越えた連携が必要となる中、観光や災害時など幅広い分野で交流を深め
ることで、地域の課題解決や地域の活性化を目的とします。

交流のある自治体や今後交流予定の自治体において、本市の特産物を
使ったＰＲの実施や相互において情報交換により交流を図っていきま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 127 千円

令和9年度 127 千円

令和10年度

都市間連携推進事業

事業目的 事業概要

令和8年度 10,175 千円

令和9年度 10,175 千円

令和10年度 10,175 千円

市民や活動団体などからの相談に対応するほか、市民が気軽に集い、交
流しやすい場所を運営することで、地域の交流が活性化し、地域への愛
着や醸成や新しい市民活動へと拡大していくことを目指します。

多様化する市民のニーズを細やかに把握し、行政の対応しにくい案件
や、迅速な対応が必要な案件について、市民同士で連携し、助け合うこ
とで、市民一人一人のニーズを満たし、市民や地域の課題を解決してい
くための拠点として、市民活動スペース「やとみっけベース」をオープ
ンさせ、その運営をNPO法人ヤトミーティングに委託します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

やとみっけベース運営事業

事業名 重点戦略

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度 0 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

広域行政推進事業

道路交通網や情報通信網の発達に伴い、市民の行動範囲や活動範囲が拡
大している中、周辺自治体との連携により効率的に市民からの行政需要
の多様化・高度化に対応することを目的とします。

既存の一部事務組合、広域連合による行政サービスの他に、公共施設の
広域的な活用など周辺自治体との連携による広域的な行政サービスのあ
り方を模索します。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

重点戦略４

方向性２
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（４）外国人が暮らしやすい環境の整備

担当課 児童課

550 千円

外国由来の未就学児に日本語指導を行い、入学した小学校で戸惑うこと
なく早期に学校生活に適応できるようになることを目的とします。

外国由来の未就学児が小学校での生活に早期に順応することを目指し、
日本語指導や学校適応指導を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 550 千円

令和9年度 550 千円

令和10年度

事業名 重点戦略

プレスクール事業（再掲）

事業目的 事業概要
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基本目標６

施策目標６

 ●目指すべきまちの姿

様々な地域コミュニティ組織が活躍し、住民互助への意識が高まり、誰もが地域の活動に積極的
に参加するまち

 ●主要施策

(1) コミュニティ意識の啓発と人材育成

(2) コミュニティ活動の活性化支援

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(2) 地域づくり補助金活用団体数＜再掲＞ 団体 26 48
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（２）コミュニティ活動の活性化支援

担当課 市民協働課

担当課 市民協働課

令和8年度 1,800 千円

令和9年度 1,800 千円

令和10年度 1,800 千円

地域の団体において、課題解決に向けた活動を促すことや地域で公益的
な活動を行うボランティア団体やサークル等を支援することを目的とし
ます。

市民と市との協働のまちづくりを推進するため、地域づくりの担い手で
ある地域の団体等が地域において自主的かつ主体的に行う公益的なコ
ニュニティー活動事業に対し、その経費の一部を補助します。
　市民提案地域貢献コース　年額５万円
　行政提案課題解決コース　年額１０万円

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

協働のまちづくり推進事業（再掲）

令和8年度 8,000 千円

令和9年度 8,000 千円

令和10年度 8,000 千円

事業目的 事業概要

事業目的 事業概要

地域活動事業

様々な地域コミュニティ組織が活躍し、住民相互への意識が高まり、誰
もが地域の活動に積極的に参加し、地域住民自らが地域の課題に主体的
に取り組むことで、まちの活性に繋げることを目的とします。

コミュニティ推進協議会の運営に際し、補助金制度による財政的支援
や、事務局職員を配置することでの人的支援を行います。また、コミュ
ニティの必要性について、講演会を開催するなど、関心を高める機会を
設けていきます。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

重点戦略４

方向性２

重点戦略４

方向性２

-113-



基本目標６

施策目標７

 ●目指すべきまちの姿

個人情報・プライバシーが適正に保護された中で、誰もが、広報誌やホームページに親しみ、市
政に興味を持てるまち

 ●主要施策

(1) 市民と行政との情報・意識の共有化の推進

(2) ＤＸの推進と電子自治体の構築

 ●成果指標 単位 令和4年度 目標値
(令和10年度)

(1) ホームページの閲覧件数 件 1,799,571 1,900,000

(1) 市公式ＳＮＳ(X、LINE、Youtube)の登録件数 件 4,211 5,000

(1) 市民なんでも相談窓口相談件数 件 ― 100

(1) 登記情報閲覧システム端末の利用回数 回 ― 600

(2) システムクラウド化件数 件 35 40

(2) 証明書コンビニ交付件数 件 ― 9,000

(2) 特殊車両通行許可申請に関する道路情報照会件数 件 436 100

(2) 情報セキュリティに関する職員の研修受講者数 人 16 200

(2) 下水道台帳のアクセス件数 件 ― 1,000

(2) 催告書の発送件数 件 2,000 1,200

(2) 保護者による食物アレルギーのチェック表作成数 枚 960 20

(2)
住宅地図とリンクした個別避難計画策定数＜再掲
＞

件 ― 15

(2) 窓口におけるキャッシュレス決済の利用率 % ― 14
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(2) 施設予約システムの使用割合 ％ ― 60
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（１）市民と行政との情報・意識の共有化の推進

担当課 人事秘書課

担当課 十四山支所

担当課 税務課

事業目的 事業概要

市ホームページ事業

市ホームページにより、市内外を問わず弥富市の情報を必要とされてい
る方へ、迅速かつ分かりやすく発信することを目的とします。

誰にでも分かりやすいウェブサイト制作に努め、転入者が必要とする情
報や防災に関する情報などの発信を行います。また、電子メールを利用
した双方向の情報交換システムを活用し、市民等が意見を発信できる場
を提供していきます。

重点戦略事業名

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 2,693 千円

令和9年度 2,693 千円

令和10年度 2,693 千円

事業目的 事業概要

デジタル化の恩恵を受けづらい高齢者等をはじめ、多種多様な困りごと
を抱える市民の支援を図ります。

十四山支所へ総合的な窓口を設置し、市民の日常生活での困りごとや心
配ごとの解決の手助けを行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

事業名 重点戦略

市民なんでも相談窓口事業

事業名 重点戦略

土地家屋登記情報連携システム導入事業

事業目的 事業概要

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度 0 千円

4,198 千円

市内の土地家屋登記情報をリアルタイムで更新して常に最新の登記情報
を照会できる状態とするため、システムを税務課端末に導入します。所
有者などが法務局に行かなくても過去から最新に至るまでの登記情報を
把握できることで、各種相談に関する負担軽減や義務化された相続登記
の円滑化などに繋がります。

土地家屋登記情報連携システムを導入し、法務局より提供された登記事
項要約書データ、随時通知される登記済通知書電子データを取り込み、
随時更新して、常に最新の登記情報を照会できる状態にします。
税務課所管の課税データと登記情報データを突合し、データベースとし
てシステム管理できる状態にします。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 13,252 千円

令和9年度 4,198 千円

令和10年度

重点戦略２

方向性１

重点戦略５

方向性１

重点戦略５

方向性１
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（２）ＤＸの推進と電子自治体の構築

担当課 総務課

担当課 総務課

担当課 市民課 税務課

事業名 重点戦略

電子計算処理等委託事業

事業目的 事業概要

69,837 千円

事業名 重点戦略

電子計算機器等借上事業

事業目的 事業概要

各行政システムの安定的な稼働と情報セキュリティの確保を目的としま
す。

市行政システムの安定稼働のため、保守・各種処理にかかる業務を委託
します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 69,837 千円

令和9年度 69,837 千円

令和10年度

181,581 千円

事業名 重点戦略

コンビニ交付事業

事業目的 事業概要

市行政システムの安定稼働及びネットワーク環境を整えることを目的と
します。

市の基幹系、ＬＧＷＡＮ系及びインターネット系システムのネットワー
ク環境を整えるため、サーバーや端末、プリンター機器を借り上げま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 181,581 千円

令和9年度 181,581 千円

令和10年度

6,055 千円

市役所開庁時間以外にも証明書等の取得が可能となることで、市民の利
便性向上に繋がります。

全国のコンビニ等の多機能端末で、朝６時30分から夜11時の間、マイナ
ンバーカードを活用して住民票の写しと、印鑑登録証明書、所得証明
書、課税証明書及び納税証明書の取得を可能とします。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 6,495 千円

令和9年度 5,904 千円

令和10年度

重点戦略５

方向性１
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担当課 土木課

担当課 総務課

担当課 下水道課

事業名 重点戦略

道路台帳管理事業

事業目的 事業概要

450 千円

事業名 重点戦略

情報セキュリティ研修事業

事業目的 事業概要

国土交通省の特殊車両通行申請手続に係るオンラインシステムに、市の
道路情報を登録することで、申請者の利便性向上へと繋げます。

国土交通省が運営するシステムに市の道路情報を登録することで、制限
を超える車両に対して一定条件を付与し、オンラインにより事前のルー
ト確認を可能とします。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 450 千円

令和9年度 450 千円

令和10年度

0 千円

事業名 重点戦略

下水道情報システム構築事業

事業目的 事業概要

個人情報保護と情報セキュリティ対策を強化するために職員の個人情報
に対する意識向上を図ります。

個人情報保護と情報セキュリティ対策に関する職員の内部統制の強化を
図るため、研修を実施します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 0 千円

令和9年度 0 千円

令和10年度

7,645 千円

共用空間データベースを用いた下水道台帳のデジタル化を行うことで、
各部局の情報交換を迅速に行うとともに、下水道台帳のデジタル公開に
よってインターネット環境から下水道台帳の閲覧を可能とし、市民や事
業者の利便性の向上を目的とします。

市民や事業者がインターネット環境から下水道台帳を閲覧することがで
きる公開型GISシステムを運用するとともに、誰でも簡単に操作が可能で
あるタッチパネル方式による窓口専用GISシステムを運用します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 7,645 千円

令和9年度 7,645 千円

令和10年度

重点戦略５

方向性１

重点戦略５

方向性２

重点戦略５

方向性１
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担当課 収納課

担当課 児童課

担当課 福祉課

事業名 重点戦略

ＳＭＳを活用した通知配信サービス事業

事業目的 事業概要

26 千円

事業名 重点戦略

給食・栄養計算献立支援管理システム導入事業

事業目的 事業概要

市民が知りたい情報や、市民へ届けたい情報を『より早く・安く・確実
に』ダイレクトに手元へ届けることで、市民の更なる利便性の向上を図
ります。

市税等の納期限を過ぎても納付が確認できない方を対象に、SMS（ショー
トメッセージサービス）を利用し、携帯電話やスマートフォンにお知ら
せのメールを送信します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 26 千円

令和9年度 26 千円

令和10年度

47 千円

事業名 重点戦略

避難行動要支援者名簿・個別避難計画整備事業（再掲）

事業目的 事業概要

保育所給食を適切に管理するための「給食・栄養計算献立支援管理シス
テム」を導入し、所児及び保護者への支援と職員の業務負担軽減を図り
ます。

保育所給食をより安全で安心して提供できるよう、献立の作成や食材の
発注及び在庫管理のほか、所児の食物アレルギー対応や成長記録等が管
理できる給食・栄養計算献立支援管理システムを導入します。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 47 千円

令和9年度 47 千円

令和10年度

383 千円

避難行動要支援者登録台帳を整備することで、高齢者や障がい者等の要
配慮者が災害時等の緊急時に孤立させないことを目的とします。

避難行動要支援者登録台帳への登録を促し、台帳の整備により、緊急時
における要支援者の配慮が必要な情報の共有を行います。台帳登録者に
対して随時個別避難計画の作成を行います。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 383 千円

令和9年度 383 千円

令和10年度

重点戦略５

方向性１

重点戦略５

方向性１

重点戦略５

方向性２
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担当課 市民課 税務課 収納課

担当課 生涯学習課

事業名 重点戦略

キャッシュレス決済導入事業

事業目的 事業概要

81 千円

事業名 重点戦略

施設予約システム事業

事業目的 事業概要

市民課、税務課、収納課における手数料の支払いについてキャッシュレ
ス決済を導入することで、現金を持ち歩く必要がなく、手軽に支払いが
できるため、市民の利便性向上に繋がります。

市民課、税務課、収納課における各手数料の支払いについて、クレジッ
トカード、QRコード決済、電子マネー等のキャッシュレス決済方法を導
入する。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 75 千円

令和9年度 79 千円

令和10年度

7,005 千円

自宅や職場のパソコン等から、24時間いつでも施設の空き状況を確認
し、使用申請を行うことができるようになることで、市民の利便性向上
に繋がります。

オンライン決済やスマートロックキーとの連携機能を有する施設予約シ
ステムを導入し、施設使用者が自宅や職場からパソコン等を使用して公
共施設の予約状況を確認、使用申請を行うことができる環境を構築しま
す。

関連するSDGｓ 年度別事業費

令和8年度 22,200 千円

令和9年度 7,005 千円

令和10年度

重点戦略５

方向性１
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事業名 事業費（千円） 担当課 頁

令和８年度 令和９年度 令和10年度

基本目標１　いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 1,767,844 2,309,229 2,001,509

１　防災対策の推進 154,912 183,797 168,797

(1) 総合的な防災・減災体制の確立 11,658 2,868 2,868

災害対策事務事業 4,804 409 409 防災課 4

安全・防災メール発信事業 2,050 2,050 2,050 防災課 4

災害対策事務事業 4,804 409 409 防災課 4

(2) 防災用拠点施設等の充実 112,860 171,260 156,260

防災施設管理事業 4,717 4,717 4,717 防災課 4

排水路管理事業 47,215 47,215 47,215 下水道課 5

県営地盤沈下対策事業（排水路事業分） 18,000 54,000 39,000 産業振興課 5

県営湛水防除事業 1,600 24,000 24,000 産業振興課 5

排水機維持管理事業 41,328 41,328 41,328 産業振興課 6

(3) 緊急時避難場所の確保及び災害時に備えた各種整備 21,858 1,133 1,133

緊急時避難場所確保事業 21,475 750 750 防災課 6

避難行動要支援者名簿・個別避難計画整備事業 383 383 383 福祉課 6

避難確保計画策定促進事業 0 0 0 介護高齢課・防災
課・福祉課・健康推
進課

7

(4) 自助・共助による取組の推進と防災意識の醸成 4,280 4,280 4,280

自主防災組織活動支援事業 4,050 4,050 4,050 防災課 7

防災訓練・防災学習事業 230 230 230 防災課・児童課・学
校教育課

7

(5) 建築物の耐震診断及び改修等の支援 3,348 3,348 3,348

民間木造住宅耐震改修費補助事業 3,348 3,348 3,348 都市整備課 8

(7) 業務継続体制の整備 908 908 908

業務継続体制整備事業 908 908 908 防災課 8

２　消防・救急体制の強化 799,665 799,665 806,845

(1) 消防団の充実 9,920 9,920 17,100

消防団運営事業 9,920 9,920 17,100 防災課 10

(2) 消防設備の整備充実 3,900 3,900 3,900

消防設備事業 3,900 3,900 3,900 防災課 10

(3) 常備消防・救急体制の充実 781,795 781,795 781,795

海部南部消防組合負担金事業 781,795 781,795 781,795 防災課 10

(4) 自主防災組織の活動支援 4,050 4,050 4,050

自主防災組織活動支援事業（再掲） 4,050 4,050 4,050 防災課 11

(5) 市民の救命知識と技術の向上 0 0 0

救命講習普及啓発事業 0 0 0 防災課 11

３　防犯・交通安全対策の推進 401,718 914,218 614,318

(1) 防犯に関する啓発等の推進と自主防犯活動の推進 0 0 0

安全・防災メール発信事業 0 0 0 市民協働課 13

(2) 防犯環境の整備 9,218 9,218 9,218

ＬＥＤ防犯灯設置事業 9,218 9,218 9,218 市民協働課 13

(4) 公共交通の利便性向上 121,000 121,000 121,100

コミュニティバス運行事業 121,000 121,000 121,100 市民協働課 13

(5) 交通安全施設の整備 271,500 784,000 484,000

道路改良事業 ・ 道路維持事業 271,500 784,000 484,000 土木課 14

４　環境衛生の充実 410,484 410,484 410,484

(1) ごみ収集・処理体制の充実 380,674 380,674 380,674

海部地区環境事務組合事業 380,674 380,674 380,674 環境課 16

(2) ３Ｒ運動の促進 4,000 4,000 4,000

資源ごみ回収手数料事業 4,000 4,000 4,000 環境課 16

(3) ごみの不法投棄対策の推進 5,536 5,536 5,536

不法投棄廃棄物等対策事業 5,536 5,536 5,536 環境課 16

(4) 浄化槽の適正管理の指導 33 33 33

広報・啓発活動事業 33 33 33 環境課 17

(5) 火葬場の運用 20,241 20,241 20,241

市営火葬場管理事業 20,241 20,241 20,241 環境課 17

５　環境対策の推進 1,065 1,065 1,065

(3) 環境汚染対策の推進 162 162 162

河川水質検査事業 162 162 162 環境課 19

(6) 犬の登録・狂犬病予防注射の推進 903 903 903

狂犬病予防事業 903 903 903 環境課 19

【基本目標１　合計事業費（再掲除く）】 1,763,794 2,305,179 1,997,459
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事業名 事業費（千円） 担当課 頁

令和８年度 令和９年度 令和10年度

基本目標２　笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 6,154,986 6,155,137 6,155,493

１　子育て支援の充実 2,171,578 2,171,825 2,172,085

(2) 地域全体での子育て支援の充実 306,446 306,693 306,953

児童クラブ管理運営事業 170,016 170,016 170,016 児童課 21

ファミリー・サポート・センター事業 9,637 9,637 9,637 児童課 21

児童館管理運営事業 81,676 81,676 81,676 児童課 21

子育て支援センター管理運営事業 36,334 36,334 36,334 児童課 22

子どもの遊び場管理運営事業 8,783 9,030 9,290 都市整備課 22

子育て世代包括支援センター事業 0 0 0 健康推進課 22

(3) 保育サービスの提供 1,368,225 1,368,225 1,368,225

保育所管理運営事業 1,346,726 1,346,726 1,346,726 児童課 23

一時預かり事業 11,495 11,495 11,495 児童課 23

病児・病後児保育事業 9,454 9,454 9,454 児童課 23

プレスクール事業 550 550 550 児童課 24

(4) 支援が必要な子ども・家庭への対応 42,186 42,186 42,186

のびのび園管理運営事業 23,686 23,686 23,686 児童課 24

入学祝金支給事業 18,500 18,500 18,500 学校教育課 24

(5) 要保護児童等への対応 454,721 454,721 454,721

児童扶養手当交付事業 106,920 106,920 106,920 児童課 25

遺児手当交付事業 4,884 4,884 4,884 児童課 25

障害児通所支援事業 342,435 342,435 342,435 福祉課 25

養育支援訪問事業 482 482 482 児童課 26

２　高齢者支援の充実 251,881 251,881 251,881

(1) 介護予防・生活支援の総合的な推進 148,738 148,738 148,738

介護予防・生活支援サービス事業 94,274 94,274 94,274 介護高齢課 28

包括的支援事業 54,464 54,464 54,464 介護高齢課 28

(2) 認知症施策の推進 36,802 36,802 36,802

認知症予防事業 5,867 5,867 5,867 介護高齢課 28

権利擁護センター運営事業 30,935 30,935 30,935 福祉課・介護高齢課 29

(3) 介護・高齢者福祉サービスの充実 40,529 40,529 40,529

在宅医療・介護連携推進事業 5,842 5,842 5,842 介護高齢課 29

給食サービス事業 16,948 16,948 16,948 介護高齢課 29

緊急通報システム事業 6,536 6,536 6,536 介護高齢課 30

高齢者等福祉タクシー料金助成事業 9,224 9,224 9,224 介護高齢課 30

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業 449 449 449 介護高齢課 30

ささえあいセンター事業 1,530 1,530 1,530 介護高齢課 31

(4) 生きがいづくりの促進 25,812 25,812 25,812

老人クラブ育成事業 3,500 3,500 3,500 介護高齢課 31

シルバー人材センター育成事業 20,782 20,782 20,782 介護高齢課 31

ささえあいセンター事業（再掲） 1,530 1,530 1,530 介護高齢課 32

３　健康づくり・医療体制の充実 642,613 642,517 642,613

(1) 健康づくり推進体制の充実 639 639 639

健康マイレージ事業 515 515 515 健康推進課 34

各種健康教育事業 124 124 124 健康推進課 34

健康増進計画策定事業 0 0 0 健康推進課 34

(2) 健康診査・指導等の充実 304,153 304,153 304,153

特定健康診査、特定保健指導事業 35,186 35,186 35,186 保険年金課 35

各種健（検）診事業 60,527 60,527 60,527 健康推進課 35

予防接種事業 208,440 208,440 208,440 健康推進課 35

(3) 母子保健の充実 290,547 290,451 290,547

妊産婦健診事業 35,255 35,255 35,255 健康推進課 36

赤ちゃん訪問事業 327 327 327 健康推進課 36

乳幼児健診事業 11,072 10,976 11,072 健康推進課 36

予防接種事業（再掲） 208,440 208,440 208,440 健康推進課 37

妊婦のための支援給付事業 35,453 35,453 35,453 健康推進課 37

(4) 歯科保健の充実 7,254 7,254 7,254

歯科保健事業 7,254 7,254 7,254 健康推進課・保険年
金課

37

(5) 地域医療体制の充実 40,020 40,020 40,020

病院運営費補助事業 40,020 40,020 40,020 健康推進課 38

４　障がい者支援の充実 2,917,008 2,917,008 2,917,008

(1) 障がい者支援推進体制の充実と指針の見直し 34,892 34,892 34,892

相談支援事業 34,892 34,892 34,892 福祉課 40

(2) 自立支援給付と地域生活支援事業の推進 1,302,980 1,302,980 1,302,980

障害者自立支援事業 1,197,496 1,197,496 1,197,496 福祉課 40

地域生活支援事業 67,248 67,248 67,248 福祉課 40
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事業名 事業費（千円） 担当課 頁

令和８年度 令和９年度 令和10年度

障害者医療支援事業 38,236 38,236 38,236 福祉課 41

(3) 生活支援の充実 1,232,981 1,232,981 1,232,981

障害者自立支援事業（再掲） 1,197,496 1,197,496 1,197,496 福祉課 41

心身障がい者福祉タクシー助成事業 4,550 4,550 4,550 福祉課 41

権利擁護センター運営事業（再掲） 30,935 30,935 30,935 福祉課・介護高齢課 42

(4) 保健・医療サービスの充実 342,435 342,435 342,435

障害児通所支援事業（再掲） 342,435 342,435 342,435 福祉課 42

(5) 就労支援の充実と社会参加の促進 0 0 0

障がい者就業相談事業 0 0 0 福祉課 42

(6) 住環境の確保 3,700 3,700 3,700

障がい者グループホーム確保推進事業 3,700 3,700 3,700 福祉課 43

(7) 意識啓発等の推進 20 20 20

障がい者ボランティア活動補助事業 20 20 20 福祉課 43

５　地域福祉の充実 171,906 171,906 171,906

(1) 福祉サービスを利用しやすい環境づくり 74,934 74,934 74,934

重層的支援体制整備事業 19,899 19,899 19,899 福祉課 45

成年後見制度利用支援事業 571 571 571 福祉課 45

包括的支援事業（再掲） 54,464 54,464 54,464 介護高齢課 45

(2) 福祉サービスの担い手の充実 82,090 82,090 82,090

社会福祉協議会支援事業 82,000 82,000 82,000 福祉課 46

障がい者ボランティア団体養成等事業 90 90 90 福祉課 46

(4) 自立・援助対策の充実 14,882 14,882 14,882

自立相談支援事業 14,882 14,882 14,882 福祉課 46

【基本目標２　合計事業費（再掲除く）】 4,319,686 4,319,837 4,320,193
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事業名 事業費（千円） 担当課 頁

令和８年度 令和９年度 令和10年度

基本目標３　心豊かで文化を育む人づくりのまち 1,881,458 1,037,795 354,513

１　学校教育の充実 1,780,601 947,991 264,709

(1) 「生きる力」の育成を重視した教育活動の推進 102,473 102,473 102,473

特別非常勤講師派遣事業 12,446 12,446 12,446 学校教育課 48

平和教育推進事業 15,446 15,446 15,446 学校教育課 48

英語指導者委託事業 22,099 22,099 22,099 学校教育課 48

特別支援教育支援員事業 52,075 52,075 52,075 学校教育課 49

学校支援者制度及び学校評議員制度活用事業 407 407 407 学校教育課 49

(3) 学校施設・設備の整備 339,020 84,003 84,003

小中学校長寿命化改良事業 0 0 0 学校教育課 49

情報機器整備事業 339,020 84,003 84,003 学校教育課 50

(5) 保・幼・小・中の連携強化 0 22,500 0

市立保育所民営化（認定こども園化）事業 0 22,500 0 児童課 50

(6) 学校規模の適正化に向けた取組の推進 1,260,875 660,782 0

小中学校適正規模配置事業 1,260,875 660,782 0 学校教育課 50

(7) いじめ・不登校等の克服 33,601 33,601 33,601

いじめ問題対策事業 1,843 1,843 1,843 学校教育課 51

教育支援センター事業 9,742 9,742 9,742 学校教育課 51

ＳＣ（スクールカウンセラー）配置事業 15,585 15,585 15,585 学校教育課 51

ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）設置事業 3,915 3,915 3,915 学校教育課 52

こども相談事業 2,516 2,516 2,516 学校教育課・児童課 52

(8) 教員の多忙化解消プラン 44,632 44,632 44,632

校務支援システム事業 44,632 44,632 44,632 学校教育課 52

２　生涯学習の充実 48,314 42,067 42,067

(2) 生涯学習講座・教室の充実 800 800 800

生涯学習講座・教室開催事業 800 800 800 生涯学習課 54

(3) 図書館の充実 39,467 39,467 39,467

図書館管理運営事業 30,667 30,667 30,667 まちなか交流課 54

図書貸出事業 8,800 8,800 8,800 まちなか交流課 54

(4) 関連施設の計画的な改修・設備修繕 8,047 1,800 1,800

社会教育関連施設管理運営事業 8,047 1,800 1,800 生涯学習課 55

３　スポーツの振興 46,207 41,401 41,401

(2) スポーツ団体の育成・支援 2,600 2,600 2,600

スポーツ活動補助事業 2,600 2,600 2,600 生涯学習課 57

(3) スポーツ施設の整備・充実 38,912 34,106 34,106

スポーツ施設・設備整備事業 38,912 34,106 34,106 生涯学習課 57

(4) スポーツ振興施策の充実 4,695 4,695 4,695

スポーツ大会・教室開催事業 4,695 4,695 4,695 生涯学習課 57

４　文化・芸術の振興 6,239 6,239 6,239

(1) 文化芸術団体、指導者の育成 1,800 1,800 1,800

文化・芸術活動補助事業 1,800 1,800 1,800 生涯学習課 59

(2) 文化財の保存活用 4,060 4,060 4,060

無形文化財伝承活動奨励補助事業 4,060 4,060 4,060 まちなか交流課 59

(3) 歴史民俗資料館の有効活用 299 299 299

企画展等開催事業 299 299 299 まちなか交流課 59

(4) 本市出身の文化人の顕彰 80 80 80

文化人情報発信事業 80 80 80 まちなか交流課 60

５　青少年の健全育成 97 97 97

(2) キャリア教育の促進・充実 65 65 65

職場体験学習事業 65 65 65 学校教育課 62

(3) 青少年の体験・交流活動等の促進 16 16 16

郷土学習や体験・交流活動等の活動支援 16 16 16 生涯学習課 62

(4) 地域・学校・家庭等の連携 16 16 16

親子参加型体験学習事業 16 16 16 生涯学習課 62

放課後の居場所づくり推進事業 0 0 0 生涯学習課 63

【基本目標３　合計事業費（再掲除く）】 1,881,458 1,037,795 354,513
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事業名 事業費（千円） 担当課 頁

令和８年度 令和９年度 令和10年度

基本目標４　人と地域の資源を活かし、にぎわいを生み出すまち 389,860 397,051 367,289

１　農水産業の振興 194,219 236,610 246,848

(1) 多様な担い手の育成・確保 2,300 2,300 2,300

機構集積協力交付金事業 2,300 2,300 2,300 産業振興課 65

(2) 農業生産基盤の充実、農産物の生産性の向上、高品質化
の促進

187,469 229,860 240,098

県営経営体育成基盤整備事業 11,180 19,350 19,350 産業振興課 65

県営特定農業用管水路特別対策事業（地盤沈下対策事業
（用水路事業分）含む）

11,504 45,725 55,963 産業振興課 65

多面的機能支払交付金事業 134,740 134,740 134,740 産業振興課 66

経営体育成支援事業 30,045 30,045 30,045 産業振興課 66

(3) 環境保全型農業の促進 2,520 2,520 2,520

環境保全型農業直接支払補助事業 2,520 2,520 2,520 産業振興課 66

(4) 農業分野の多様な取組 0 0 0

地産地消促進事業 0 0 0 産業振興課 67

６次産業化活動促進事業 0 0 0 産業振興課 67

(5) 内水面養殖漁業の振興 1,930 1,930 1,930

金魚関係団体活動助成事業 1,930 1,930 1,930 まちなか交流課 67

２　商工業の振興 157,700 122,500 82,500

(1) 商工会の支援・強化 38,000 38,000 38,000

商工団体育成事業 38,000 38,000 38,000 産業振興課 69

(2) 既存企業の活性化の促進 44,500 44,500 44,500

中小企業事業資金融資事業 44,500 44,500 44,500 産業振興課 69

(3) 企業誘致の推進 75,200 40,000 0

企業立地推進事業 0 0 0 産業振興課 69

区域区分・用途地域見直し事業 75,200 40,000 0 都市整備課 70

３　観光の振興 34,458 34,458 34,458

(1) 観光協会の支援 3,766 3,766 3,766

観光協会補助事業 3,766 3,766 3,766 まちなか交流課 72

(2) 観光資源の充実・活用 27,827 27,827 27,827

市内イベント開催事業 27,827 27,827 27,827 まちなか交流課 72

(3) 観光ＰＲ活動の推進と広域観光体制の充実 2,865 2,865 2,865

観光PR事業 2,645 2,645 2,645 まちなか交流課 72

広域観光体制充実等事業 220 220 220 まちなか交流課 73

４　雇用対策・勤労者福祉・消費者保護の充実 3,483 3,483 3,483

(1) 雇用機会の確保と雇用の促進 0 0 0

企業立地推進事業（再掲） 0 0 0 産業振興課 75

就職相談・情報提供事業 0 0 0 産業振興課 75

(2) 勤労者福祉の充実 0 0 0

「ファミリーフレンドリー企業制度」・「あいちっこ家
庭教育応援企業」等普及事業

0 0 0 産業振興課 75

(3) 消費生活相談の充実 3,483 3,483 3,483

消費者行政事業 3,483 3,483 3,483 産業振興課 76

【基本目標４　合計事業費（再掲除く）】 389,860 397,051 367,289
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事業名 事業費（千円） 担当課 頁

令和８年度 令和９年度 令和10年度

基本目標５　良好な都市基盤が整った便利で快適に暮らせるまち 3,590,499 4,474,000 5,787,492

１　上下水道の充実 1,292,779 1,289,182 1,286,102

(1) 公共下水道事業の推進 971,682 971,682 971,682

公共下水道施設建設事業 971,682 971,682 971,682 下水道課 78

(2) 農業集落排水施設等の適正管理 312,330 312,330 312,330

農業集落排水施設管理事業 296,308 296,308 296,308 下水道課 78

コミュニティ・プラント管理事業 16,022 16,022 16,022 下水道課 78

(3) 下水道事業の健全運営 8,767 5,170 2,090

公営企業会計管理運営事業 2,090 2,090 2,090 下水道課 79

下水道等使用料改定検討事業 6,677 3,080 0 下水道課 79

２　道路・交通網の充実 449,350 959,000 648,000

(1) 都市計画道路の整備 0 0 0

街路改良事業 0 0 0 土木課 81

(3) 公共交通の利便性向上＜再掲＞ 121,000 121,000 121,000

コミュニティバス運行事業（再掲） 121,000 121,000 121,000 市民協働課 81

(6) 市道の整備 271,500 784,000 484,000

道路改良事業 ・ 道路維持事業（再掲） 271,500 784,000 484,000 土木課 81

(7) 橋りょうの維持管理 56,850 54,000 43,000

橋りょう整備事業 56,850 54,000 43,000 土木課 82

３　治水対策の充実 129,618 167,293 152,293

(1) 市街地排水路の維持整備 47,215 47,215 47,215

排水路管理事業（再掲） 47,215 47,215 47,215 下水道課 84

(2) 基幹排水施設の整備・更新 60,928 119,328 104,328

県営地盤沈下対策事業（排水路事業分）（再掲） 18,000 54,000 39,000 産業振興課 84

県営湛水防除事業（再掲） 1,600 24,000 24,000 産業振興課 84

排水機維持管理事業（再掲） 41,328 41,328 41,328 産業振興課 85

(3) 緊急時避難場所の確保 21,475 750 750

緊急時避難場所確保事業（再掲） 21,475 750 750 防災課 85

４　市街地の整備 1,642,260 1,970,980 3,612,560

(1) コンパクトなまちづくりの推進 821,130 985,490 1,806,280

ＪＲ・名鉄弥富駅自由通路及び橋上駅舎化事業・弥富駅
北口交通広場等整備事業

735,930 935,490 1,796,280 都市整備課 87

弥富駅周辺地区まちづくり事業 5,000 5,000 5,000 都市整備課 87

車新田地区土地区画整理事業 5,000 5,000 5,000 都市整備課 87

区域区分・用途地域見直し事業（再掲） 75,200 40,000 0 都市整備課 88

(2) 市街地の計画的整備 821,130 985,490 1,806,280

ＪＲ・名鉄弥富駅自由通路及び橋上駅舎化事業・弥富駅
北口交通広場等整備事業（再掲）

735,930 935,490 1,796,280 都市整備課 88

弥富駅周辺地区まちづくり事業（再掲） 5,000 5,000 5,000 都市整備課 88

車新田地区土地区画整理事業（再掲） 5,000 5,000 5,000 都市整備課 89

区域区分・用途地域見直し事業（再掲） 75,200 40,000 0 都市整備課 89

(3) 市街地緑地の保全 0 0 0

生産緑地保全事業 0 0 0 都市整備課 89

５　公園・緑地の充実 61,402 72,455 73,447

(1) 公園・緑地整備に関する指針の策定 0 8,547 6,908

緑の基本計画策定事業 0 8,547 6,908 都市整備課 91

(2) 公園・緑地の整備・保全 52,930 55,436 58,067

公園管理事業 52,930 55,436 58,067 都市整備課 91

(3) 親水空間の整備・保全 8,472 8,472 8,472

県営水環境整備事業 5,000 5,000 5,000 産業振興課 91

あいち森と緑づくり都市緑化推進事業 3,472 3,472 3,472 産業振興課 92

６　住環境の整備 15,090 15,090 15,090

(1) 良好な住宅・宅地の供給促進 10,000 10,000 10,000

車新田地区土地区画整理事業（再掲） 5,000 5,000 5,000 都市整備課 94

弥富駅周辺地区まちづくり事業（再掲） 5,000 5,000 5,000 都市整備課 94

(2) 建築物の耐震診断及び改修の支援 3,848 3,848 3,848

民間木造住宅耐震改修費補助事業（再掲） 3,348 3,348 3,348 都市整備課 94

ブロック塀等撤去費補助事業 500 500 500 都市整備課 95

(3) 空家対策の推進、空家等の活用 1,242 1,242 1,242

空家対策推進事業 42 42 42 都市整備課 95

空家除却費補助事業 1,200 1,200 1,200 都市整備課 95

【基本目標５　合計事業費（再掲除く）】 2,158,703 2,362,869 3,210,571
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事業名 事業費（千円） 担当課 頁

令和８年度 令和９年度 令和10年度

基本目標６　市民と行政がつながり、共につくるまち 376,616 340,070 339,475

１　持続的な行財政運営 22,632 29,276 28,528

(1) 効率的で健全な財政運営 21,229 27,873 27,125

施策評価及び実施計画事業評価事業 0 0 0 企画政策課 98

滞納整理事業・納税推進事業 17,577 17,577 17,577 収納課 98

第３次総合計画策定事業 3,652 10,296 9,548 98

(2) 公共施設・インフラの適正化 100 100 100

公共施設マネジメント推進事業 100 100 100 財政課 99

(3) 民間活力の効果的な活用 0 0 0

民間活力推進事業 0 0 0 企画政策課 99

(4) 組織力の強化 1,303 1,303 1,303

業務改善運動事業 132 132 132 企画政策課 99

職員研修事業 1,171 1,171 1,171 人事秘書課 100

２　市民協働の推進 27,997 9,643 9,643

(1) 多様な分野における市民参画・協働の促進 18,354 0 0

審議会等への市民参画 0 0 0 市民協働課 101

市制施行20周年記念事業 18,354 0 0 企画政策課 101

(2) 地域活動団体、ＮＰＯ等の育成・支援 1,800 1,800 1,800

協働のまちづくり推進事業 1,800 1,800 1,800 市民協働課 101

(3) 地域活動団体等の活動拠点施設等の整備 7,843 7,843 7,843

まちなか交流館管理運営事業 7,843 7,843 7,843 まちなか交流課 102

３　男女共同参画の推進 534 534 534

(1) 広報・啓発活動の推進と政策・方針の立案・決定等への
男女共同参画の推進

192 192 192

男女共同参画推進事業 192 192 192 市民協働課 104

(2) 結婚希望未婚者への支援 342 342 342

結婚活動支援事業 342 342 342 市民協働課 104

(3) 雇用分野における男女共同参画の促進とワーク・ライ
フ・バランスの推進

0 0 0

広報・啓発事業 0 0 0 市民協働課 104

４　人権啓発等の推進 117 117 117

(1) 人権教育・啓発の推進 117 117 117

人権擁護活動事業 117 117 117 福祉課 105

５　多様な主体との交流・連携の推進 10,852 10,852 10,852

(1) 広域行政の推進 0 0 0

広域行政推進事業 0 0 0 企画政策課 109

(2) 大学や企業等との連携の推進 10,175 10,175 10,175

やとみっけベース運営事業 10,175 10,175 10,175 市民協働課 109

(3) 都市間連携の推進 127 127 127

都市間連携推進事業 127 127 127 企画政策課 109

(4) 外国人が暮らしやすい環境の整備 550 550 550

プレスクール事業（再掲） 550 550 550 児童課 110

６　コミュニティの強化 9,800 9,800 9,800

(2) コミュニティ活動の活性化支援 9,800 9,800 9,800

地域活動事業 8,000 8,000 8,000 市民協働課 112

協働のまちづくり推進事業（再掲） 1,800 1,800 1,800 市民協働課 112

７　情報の共有 304,684 279,848 280,001

(1) 市民と行政との情報・意識の共有化の推進 15,945 6,891 6,891

市ホームページ事業 2,693 2,693 2,693 人事秘書課 115

市民なんでも相談窓口事業 0 0 0 十四山支所 115

土地家屋登記情報連携システム導入事業 13,252 4,198 4,198 税務課 115

(2) ＤＸの推進と電子自治体の構築 288,739 272,957 273,110

電子計算処理等委託事業 69,837 69,837 69,837 総務課 116

電子計算機器等借上事業 181,581 181,581 181,581 総務課 116

コンビニ交付事業 6,495 5,904 6,055 市民課・税務課 116

道路台帳管理事業 450 450 450 土木課 117

情報セキュリティ研修事業 0 0 0 総務課 117

下水道情報システム構築事業 7,645 7,645 7,645 下水道課 117

ＳＭＳを活用した通知配信サービス事業 26 26 26 収納課 118

給食・栄養計算献立支援管理システム導入事業 47 47 47 児童課 118

避難行動要支援者名簿・個別避難計画整備事業（再掲） 383 383 383 福祉課 118

キャッシュレス決済導入事業 75 79 81 市民課・税務課・収
納課

119

施設予約システム事業 22,200 7,005 7,005 生涯学習課 119

【基本目標６　合計事業費（再掲除く）】 373,883 337,337 336,742

【合計事業費（再掲除く）】 10,887,384 10,760,068 10,586,767
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